
P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

○

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

2-1-1 豊かな自然環境の保全と活用 後期計画の掲載P⇒ 54 １表

現
行

森林・里山の整備や森林資源の活用を通し、良好な自然環境の維持・創出を図ります。また、環境保全活動を推進し、豊かな自然環境との共存を目指します。

新
計
画

変更なし 変更なし

新
計
画

変更なし

現
行

・上田地域における固有の在来種を保全するため、自治会と協働して特定
外来生物に指定されているアレチウリの駆除活動を行っています。

・市内を流れる千曲川、神川、依田川、浦野川などの主要河川の水は、農
業や水道、養殖など様々な用途に利用されています。各河川の水質状況
は、概ね環境基準を満たしていますが、引き続き水質の監視が必要です。

・森林所有者の森林への関心が薄れ、管理が適切に行われていない森林
が増加しています。自然環境の保全、土砂災害防止などの公益的機能の
維持増進のため、積極的な森林整備が必要です。

・森林は二酸化炭素吸収源として大変重要な役割を果たしており、森林の整備を進め、生産される木材を適切に利用することは、林業振興はもとより森
林による二酸化炭素吸収量の確保を図るうえでも、さらに重要となっています。
・本市の民有林人工林は、約9割が45年生以上となっており、立木の成長量が衰える高齢級森林の割合が増えることにより、森林全体の二酸化炭素吸
収量が減少することが避けられない状況であり、二酸化炭素吸収量を将来にわたって確保していくため、成長の旺盛な若い森林へと更新していくととも
に、市民の暮らしの様々な場面で木材利用を進めることが必要です。

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

特定外来生物である「オオキンケイギク」、総合対策外来種である「ニ
ワウルシ」、また、生態系等に影響を与えるおそれのある外来植物であ
る「ナガミヒナゲシ」等の繁茂について、苦情・相談が増加している。
それぞれ、駆除活動が定着しているアレチウリより認知度が低いことか
ら、自治会等で駆除をする気運を高めるため、より広い周知が必要と
なる。

新
計
画

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

環境政
策課

主要河川のBOD＊ 環境基準値
達成率（35地点）

100％
（令和元年度）

100% 100%

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

指標内容妥当と判断し、継続。

B：継続 100%

変更

追加
B：概ね順調

指標内容妥当と判断し、継続。

B：継続 100%
100％

（令和８年度）
100%

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

100％
（令和８年度）

100%

変更

追加

環境政
策課

一般大気中ダイオキシン類 環
境基準達成率（５地点）

100％
（令和元年度）

100% 100% A：順調

市有林及び私有林における森
林整備（間伐、主伐・再造林）
面積追加

森林整
備課

木質バイオマスエネルギー＊利
用製品導入支援件数

15台
（令和元年度）

100台
（※目標値20台/年）

薪　12
ﾍﾟﾚｯﾄ　2
計　14

　私有林の間伐等の施業については、森林組合を始めとする林業事業体の補助事業が主体と
なっているが減少傾向となっている。理由は戦後植林した人工林の多くが伐期を迎え、間伐よりも
主伐すべき森林が多くなっていること、また、間伐が必要な森林については、条件の良い森林は
すでに実施済みであることが挙げられる。以上から今後については、大幅な施業面積の増は困難
なものと考える。

C：縮小
500.0ha

（※目標値 100.0ha/
年）

79.11㏊
（R5年度実績）

500.0ha
（※目標値 100.0ha/

年）

変更
森林整
備課

森林整備面積（市有林及び私
有林の間伐などの施業実施面

積）

169.4ha
（令和元年度）

1,000.0ha
（※目標値 200.0ha/

年）
79.11㏊ C：停滞

変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加
B：概ね順調

県補助事業を財源としているペレットストーブ・ボイラーの導入事業については、今後飛躍的な台
数の増加を見込むことは困難な状況であるが、薪ストーブの導入補助は、(R5.3)上田市地球温暖
化対策 地域推進計画に位置づけられた事業であり継続したいと考えている。 B：継続

100台
（※目標値20台/年）

薪　12
ﾍﾟﾚｯﾄ　2
計　14

（R5年度実績）

100台
（※目標値20台/年）

内容

環境政
策課

森林整
備課

学校

・児童生徒への環境学習を行います。 同上

変更な
し

【森林整備課】
・引き続きみどりの少年団の活動に対し補助ほか支援を継続する。

・児童生徒への環境学習を行います。

⇒

新計画の記載内容 主体①

環境政
策課

森林整
備課

市民

・一斉アレチウリ駆除を一層活発な活動とします。
・一層の水洗化の促進、合併処理浄化槽の維持管理、生活排水処理の適正化を
図ります。
・学校や地域の環境保全活動や環境学習活動に積極的に参加します。
・木質バイオマスエネルギー＊利用製品を積極的に利用します。
・里山の整備を行います。

【環境政策課】
・5月中旬～7下旬を中心に、繁茂が著しい自治会内でアレチウリの一斉駆除活動を行った。
【年度・実施自治会数・参加者数・駆除量】
R3・75自治会・3,065人・2,063㎏
R4・74自治会・2,336人・2,778㎏
R5・72自治会・2,665人・3,508㎏
・合併処理浄化槽設置に係る補助金制度の周知をしつつ、単独処理浄化槽からの切り替え、浄化槽の定期
点検や清掃等について周知を図った。
・自治会やが行う河川清掃への参加や、自治会及び清掃ボランティア団体が行う環境美化活動、及び「ごみ
ゼロ運動」に対する資材の供給など、支援を行った。
・特定外来生物に関する出前講座や学校での講座を行い、意識啓発及び周知を図った。
【森林整備課】
・木質バイオマスエネルギー利用製品の積極的利用・・R3～5補助実績　ペレットストーブ6台、薪ストーブ42
台
・環境学習・・・R５　みどりの少年団支援　市内小学校5団体へ補助実施
　（R3.R4はコロナウイルス感染症蔓延防止のため中止）
・環境活動・・にぎやかな森プロジェクト「第１回植樹行事」を真田町長 市有林で開催
・里山の整備・・・長野県森林づくり県民税活用事業・・・里山整備利用地域認定 3地域
・環境活動推進・・・R5開催実績　みどりの体験塾　年間2回開催し、小学校児童中心に森林整備の重要性
等の啓発
（R3.R4はコロナウイルス感染症蔓延防止のため中止）
・社会貢献活動・・・R3～5ふるさと応援基金支援企業による東山市有林整備
・森林の整備・・・松くい虫防除対策についてはR3～5伐倒駆除量5,010m3、樹種転換ほか地域ごとに有効な
防除方法を選択し実施

変更な
し

【森林整備課】
・引き続き公共施設への木質バイオマスボイラー導入について、環境政策課と
ともに検討を継続する。

・一斉アレチウリ駆除を一層活発な活動とします。
・水洗化の一層の促進、合併処理浄化槽の維持管理、生活排水処理の適正化を
図ります。
・学校や地域の環境保全活動や環境学習活動に積極的に参加します。
・木質バイオマスエネルギー＊利用製品を積極的に利用します。
・身近な里山の整備を行い、自然環境の保全を図ります。

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

・水質汚濁防止のための施設を設置します。
・環境活動を進めている市民活動団体に積極的に協力します。
・植樹や里山整備などの社会貢献活動への参加を通じて、人と森林との交
流を図ります。

森林整
備課

環境政
策課

行政

・森林・里山の整備や、森林資源の活用を行います。
・環境保全活動を推進します。
・環境保全を推進する団体の支援を行います。
・効果的な取組となるよう、周知・啓発に努めます。

同上

変更な
し

【森林整備課】
・引き続き松くい虫防除対策については、「守るべき松林」エリアを絞り込み、伐
倒駆除対策と樹幹注入等の予防対策を併用して対策を継続し、松くい被害材
の有効利用について調査研究を推進する。

・森林・里山の整備や、森林資源の活用を行います。
・市民や事業者との連携による環境保全活動を推進します。
・里山整備、環境保全を推進する自治会等団体の支援を行います。
・効果的な取組となるよう、自然環境保全に係る活動の周知・啓発に努めます。

環境政
策課

森林整
備課

事業者

・水質汚濁防止のための施設を設置します。
・環境活動を進めている市民活動団体に積極的に協力します。
・社会貢献活動として里山整備に協力します。

同上

変更な
し

【森林整備課】
・引き続き上小森林祭に代表される植樹活動について継続する。

主体②

1
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後期計画の掲載P⇒ 54 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 多様な動植物がみられる自然環境を次の世代へ
引き継いでいくために、自治会との協働事業として
定着してきた、市内一斉アレチウリ駆除活動を一
層活発な活動とし、駆除方法を周知することによ
り、より効果的に実施します。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・生態系、人の生命・身体、及び農林水産業への被害を縮小するため、引き
続きアレチウリの駆除が必要となる。
【課題】
・正しい駆除方法の徹底により、数量を「増やさない」取り組みが必要。
【新たな視点】
・引き続き、自治会における駆除活動への参加人員増加を図り、住民一人ひと
りが正しい駆除方法を知り、取り組みの拡大を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 各自治会などで取り組む「ごみゼロ運動」や環境
美化清掃の活動を支援し、地域の環境美化を推
進します。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・清潔で快適な生活環境の確保のため、自治会連合会の立場から市民の環
境保全活動を推進し、意識の高揚を図るため、本活動が必要となる。
【課題】
・自治会での環境保全活動は、継続的に行うことが必要となる。
【新たな視点】
・自治会への新規加入者等、若い世代を中心とした住民の自治会活動への積
極参加と、環境保全活動への意識啓発を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 市内河川愛護会の活動を支援するとともに、関係
団体や行政機関との協働により、県下一斉河川
不法投棄パトロールを実施し、きれいな水辺環境
を守ります。また、世界的な課題である海洋プラ
スチック汚染防止を進めます。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・河川の環境保全のため、行政又は各種団体が監視及び清掃活動を行うこと
は必要。
【課題】
・行政の直接実施のみでは監視が行き届かない可能性がある。
【新たな視点】
・各種団体の河川愛護活動との連携を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 河川の水質汚濁防止を進めるとともに、市内主要
27河川＊の定期的な監視・測定を行い、結果を
広く公表します。また、測定結果を踏まえながら、
引き続き水洗化の促進、合併処理浄化槽の維持
管理、生活排水処理の適正化の指導、啓発を図
ります。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・今後も定期的な水質監視、及び生活排水処理の適正化が必要。
【課題】
・PFAS（有機フッ素化合物）の高濃度での検出が、全国的に懸念となりつつあ
る。
【新たな視点】
・PFASを取り巻く情勢を注視しながら、例規への検査項目追加を検討する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 市民生活の安心を支えるため、東日本大震災に
よる原子力発電所の事故を契機に開始した定期
的な空間放射線量の測定を継続して行います。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・今後も継続的な空間放射線量の測定、公表が必要。
【課題】
・市民生活の安心を支えるために当分の間測定を行う必要がある。
【新たな視点】
・空間放射線量の測定をいつまで継続するか、今後の情勢を注視しながら検
討する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 市内の環境騒音を測定するほか、自動車騒音の
常時監視、新幹線騒音の測定を行い、環境基準
の達成状況を把握します。また、測定結果を踏ま
え、関係機関などと改善に向けた調整を図りま
す。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・今後も継続的な環境騒音の測定、公表が必要。
【課題】
・県で実施している測定地点以外の地点で、騒音に関する苦情が寄せられる
可能性がある。
【新たな視点】
・上田市独自での測定地点の追加を検討。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 大気・河川・土壌などのダイオキシン類や、特定
化学物質などの定期的な測定を行い、環境把握
に努めるとともに結果を公表します。また、測定結
果を踏まえ、関係機関などと改善に向けた調整を
図ります。

55 環境政策課 【施策の必要性】
・今後も継続的な測定、公表が必要。
【課題】
・万が一、測定結果が基準値を超えた場合の対応。
【新たな視点】
・関係機関との連絡調整体制を確認し、周知を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2-1-1 豊かな自然環境の保全と活用 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

環境保全活動の推
進

環境政策課 ② 水、空気（大気）などの定期的な監視・観測を行い、
関係機関と協議・連携を図り、市民の安全・安心を支
え住環境の保全を図ります。

② 水・空気（大気）など
の環境保全の推進

環境政策課 基本施策１ 恵ま
れた自然との共
生、良好な自然
環境の創出を進
めます

恵まれた自然との共生、良
好な自然環境の創出

① 多様な生物が見られる自然環境を次代へと繋ぐた
め、市と関係団体が協働し、環境美化活動を推進しま
す。

①

2
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後期計画の掲載P⇒ 54 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-1-1 豊かな自然環境の保全と活用 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

間伐、主伐などの森林整備や松くい虫防除対策によ
る松林の健全化を推進するとともに、安定的な木材供
給体制の整備を図り、水源涵養機能をはじめとした森
林の持つ公益的機能の持続的な維持を図ります。

1 間伐、除伐などの森林整備事業を推進し、水源
涵養機能をはじめとした森林の持つ公益的機能
の持続的な維持を図ります。

55 森林整備課 ・適正な市有林及び私有林の山林経営に向け、間伐と主伐のバランスの取れ
た施業の実施が必要となる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

上記に統合 2 守るべき松林を中心に樹幹注入や被害木の伐倒
駆除、樹種転換などに取り組み、松くい虫被害の
拡大防止と松林の健全化を図ります。

55 森林整備課 ・収束を見せない松くい虫防除対策については、今後も景観面またマツタケ産
業ほか観光等産業面からも、伐倒駆除等の対策事業は必要となる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

木質バイオマスエネルギーとして、松くい虫被害木や
間伐材、林地残材の利用を推進するとともに、バイオ
マスエネルギー利用製品であるペレットストーブや薪ス
トーブ、チップボイラーなどの導入に対して支援を行
い、森林資源の有効活用を図ります。

3 松くい虫被害木は、木質バイオマスエネルギーと
しての利用を推進し、森林資源の有効活用を図り
ます。

55 森林整備課 ・松くい虫被害材の有効活用については、R6に枯損木利活用事業（被害材回
収事業、県補助事業）にて、100m3の被害材の有効利用を見込む。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

上記に統合 4 ペレットストーブ、薪ストーブ、チップボイラーなど、
バイオマスエネルギー利用製品の導入を支援し
ます。

55 森林整備課 ・県補助事業を財源としているペレットストーブ・ボイラーの導入事業について
は、今後飛躍的な台数の増加を見込むことは困難な状況であるが、薪ストーブ
の導入補助は、(R5.3)上田市地球温暖化対策 地域推進計画に位置づけら
れた事業であり継続したいと考えている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

時宜に即して関心が高まっている環境問題のうち、市
民生活に密接に関わる事項を取り上げ周知を行うこと
で、その正しい意識啓発を図るとともに、学習の機会を
創出します。

1 環境保全に関わる各種市民団体に対する支援や
団体の紹介などを行い、社会情勢に応じ、時々の
新たな視点を加えながら、市民や事業者が環境
保全活動に携わる機会の創出と情報発信の充実
を図ります。

56 環境政策課 【施策の必要性】
・今後も継続的な実施が必要。
【課題】
・環境保全に関する意識啓発について、その時の環境保全に関する情勢を踏
まえた内容となるよう、検討が必要。
【新たな視点】
・タイムリーかつ、市民の身につきやすいコンテンツとなるよう、情報収集を行
う。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

森林の有する多面的機能や木材と人々の生活との関
係についての理解と関心を深め、森林整備や木材利
用の意義を認識する機会として、植樹や森林整備な
どの環境保全活動への参加を促進します。
また、子どもたちに森林や里山に触れていただく機会と
して、森林体験教室や野生鳥獣に係る学習会などを
開催し、その役割、存在価値や課題について学べる
環境づくりを進めます。

2 植樹祭などの環境保全活動とともに、木の温もり
やその利用の意義を学ぶ「木育」事業を推進しま
す。

56 森林整備課 ・植樹祭については、環境保全・森林整備に関心を持つ民間企業・団体が参
加していることから、引き続き「にぎやかな森プロジェクト」による植樹行事の支
援を行い、参加者に森林の持つ多様な機能(水源かん養・温室効果ガス等）
への理解を図る。
・「木育」事業については、これまでの事業効果等を検証し、森林環境譲与税
の活用を含め、事業の組み立てを検討する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

上記に統合 3 森林体験教室を開催し、子どもたちが森林の役割
や大切さについて学べる機会を設けます。

56 森林整備課 ・子供たちが登山等をはじめ指導者のもとで野外活動を行う事により、山や森
林整備の大切さを学ぶ機会を設けます。
・子供たちが安全に自然体験や野生鳥獣に係る学習を受けられる指導者(森
林サービス産業の担い手)の育成が必要となっている。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

森林整備課 ③ ③ 森林・里山の整備と
森林資源の活用

環境政策課
森林整備課

④ ④ 市民の環境学習・実
践の場の創出
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後期計画の掲載P⇒ 54 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-1-1 豊かな自然環境の保全と活用 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

砥石城跡自然探勝園地整備事業 、合併処理浄化槽設置整備事業、水辺環境整備事業、河川水質検査業務、自動車騒音常時監視評価システム業務、一般環境中ダイオキシン類等調査業務、井戸水及び地下水等水質状況調査業務、空間放射
線量測定、森林整備（市有林・私有林）事業、松くい虫防除対策事業、バイオマス（森のエネルギー推進）事業、「にぎやかな森プロジェクト」事業、緑化推進（緑の体験塾「森の学校」）事業

第二次上田市環境基本計画、上田市森林整備計画 第二次上田市環境基本計画、上田市森林整備計画（R6-R16）

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

主体②

内容

・資源循環型施設の建設と、施設を拠点とした周辺環境の整備を推進しま
す。
・減量目標値の達成に向け、ごみの減量・再資源化施策を推進します。
・有機物リサイクル施設の整備により、市の特性を生かした、生ごみリサイク
ルシステムの確立を目指します。

資源循
環型施
設建設
関連事
業課

ごみ減量
企画室

行政

・資源循環型施設の建設と、施設を拠点とした周辺環境の整備を推進します。
・減量目標値の達成に向け、ごみの減量・再資源化施策を推進します。
・市の特性を生かした、生ごみリサイクルシステムの確立を目指します。

・資源循環型施設建設に向け、「安全・安心な施設」及び「地域のまちづくり」等について、地域住民と行政が
協議を行う「資源循環型施設整備協議会」を令和3年度に設立し、建設合意に向けて、現在も協議を続けて
いる。（資源循環）
・広域連合において、令和4年度に「資源循環型施設　施設基本計画」が策定されるとともに、県条例に基づく
環境影響評価の手続きについては、令和5年度末次点において、4段階の手続きのうち3段階目となる準備
書の手続きを進めている。（資源循環）
・周辺整備基本方針を策定し、令和5年度に地域住民に説明するとともに、ワークショップやアンケート調査を
実施し、市民ニーズを調査した。（資源循環）
・生ごみリサイクルの確立に向け、令和2年度に「生ごみリサイクル推進プラン」を策定した。（ごみ減量企画室）
・生ごみを焼却せず、堆肥化するための「有機物リサイクル施設」の施設整備に向け、丸子地域の塩川陣場
地区を建設候補地として、令和3年度から地元自治会等への説明会を開催し、令和5年3月に「施設設置に
関する基本協定」を締結し地元同意を得て、令和9年度末の施設竣工に向けた事業を進めている。（ごみ減
量企画室）
・生ごみ分別収集に向けては、有機物リサイクル推進会議を設置し、令和10年度からの分別収集に向けて、
手法等の協議等を実施している。（ごみ減量企画室）

変更な
し

・上田地域広域連合の３つのクリーンセンターは、施設の老朽化、安全な維
持・修繕に要する費用の増加といった課題を抱えており、将来にわたる安定的
なごみ処理体制を維持するためには、資源循環型施設の早期建設が必要で
ある。（資源循環）
・資源循環型施設建設が周辺地域の発展につながるように、地域振興施策を
実施していくことが必要である。（資源循環）
・有機物リサイクル施設の事業者選定にあたっては、性能発注（施設に求める
要件を示し、受注希望事業者が要件を達成するための技術提案及び施工を
行う）方式を採用し、DBO方式（公設民営方式）により施設整備・運営事業者を
選定していくことから、技術的な提案と経済性（価格要素）を適正に評価し、事
業者を決定する必要がある。（ごみ減量企画室）
・令和10年度からの施設稼働において、公害防止基準値や堆肥の品質等が
遵守されているかのモニタリングが重要となる。（ごみ減量企画室）
・令和10年度からの分別収集に向けて、自治会説明会等の開催により、対象
地域へ理解を求め、多くの市民に協力してもらえる手法の検討が必要である。
（ごみ減量企画室）
・分別収集開始以降に想定される異物の混入や、ごみ集積所での獣害といっ
た課題については、事前の対策検討や課題解決に向けた早期対応を実施す
る必要がある。（ごみ減量企画室）

内容

ごみ減量
企画室
環境政
策課

事業者

・事業者自らの責任において、適正な分別によるごみの減量・再資源化に努めま
す。
・食品ロスの削減に向け、ビジネススタイルの転換に努めます。
・生ごみをできる限り燃やさないように、許可業者と連携し資源化ルートの確立に努
めます。
・商慣行や適正発注、最新包装技術の導入などを進め、食品ロスの削減を図りま
す。
・食品ロス削減を目指し、「残さず食べよう！30・10運動」を推進します。

・平成29年度に作成した「事業系ごみ減量マニュアル」の配布により、事業者責任において適正な分別をして
いただくよう協力依頼を行った。（ごみ減量企画室）
・大型店舗及び収集運搬業者への訪問により、分別状況の実態を把握するとともに、焼却処分されている生
ごみを資源化（堆肥化）するために、民間の生ごみ堆肥化施設への搬入誘導を行った。（ごみ減量企画室）
・推進協力店の登録
市内で食事を提供する事業者に登録していただき、店舗へのポスター掲示や啓発物品の配布などにより運動
の普及啓発を実施。
登録店舗数
　R3末　31店舗
　R4末　31店舗
　R5末　39店舗

変更な
し

・事業系生ごみの減量にあたり、排出事業者、収集運搬許可業者、行政の連
携のもと、資源化ルートの確立と、令和4年に開所した民間の生ごみ堆肥化施
設への誘導を促進し、生ごみを焼却せずに資源化（堆肥化）を図る。（ごみ減
量企画室）

・事業者自らの責任において、適正な分別によるごみの減量・再資源化に
努めます。
・生ごみをできる限り燃やさないように、許可業者と連携し資源化ルートの確
立に努めます。
・商慣習の見直し、発注の適正化、最新包装技術の導入などを進めるとと
もに、フードバンク等への提供により、食品ロスの削減を図ります。
・「残さず食べよう！30・10運動」を推進し、食品ロスの削減を図ります。

⇒

新計画の記載内容 主体①

ごみ減量
企画室
環境政
策課

市民

・３Rを実践し、できる限りごみを出さないライフスタイルに転換します。
・環境負荷の低減や適正処理推進のため、正しく分別します。
・生ごみの自己処理に取り組み、ごみの発生抑制に努めます。
・計画的な買い物により、食品ロスの削減を推進します。
・食品ロス削減を目指し、「残さず食べよう！30・10運動＊」を推進します。

・「上田市ごみ処理基本計画」の中間見直しと、実行（実効）計画となる「上田市ごみ減量アクションプラン」の
改訂を令和4年度に実施した。（ごみ減量企画室）
・ごみ減量化機器購入費補助金交付要綱の一部改正（見直し）や、「生ごみ出しません袋」の配布窓口の拡
大等により、生ごみの更なる自己処理の推進を図った。（ごみ減量企画室）
・アリオ上田で開催の「食育キャンペーン」にて、食品ロス削減啓発（PRパネル掲出、啓発用のエコバッグ、
ティッシュ、チラシを配布）を実施。
・食品ロス削減月間に上田駅掲示板へ啓発用ポスターを掲示（10月）
・広報うえだ10月号に食品ロス削減に関する記事を掲載
・上田駅駅前において食品ロス削減の街頭啓発（ポケットティッシュ配布）を実施（10月）
・食品ロス削減啓発用エコバッグを作成（令和6年１月実施の二十歳を祝う式で配布）
・食品ロス削減啓発ポケットティッシュを配布（窓口に設置）
・上田法人会、上田商工会議所の各会報誌に食品ロス削減に関する記事を掲載

変更な
し

・３Rにリフューズ（断る）とリペア（修理する）の２Rを新たに加えた５Rを展開し、
更なるごみの減量に取り組む。（ごみ減量企画室）
・現行の生ごみ減量施策について、多くの市民が自己処理に取り組める施策と
なるよう検討する必要がある。（ごみ減量企画室）

・5Rを実践し、できる限りごみを出さないライフスタイルに転換します。
・環境負荷の低減や適正処理推進のため、正しく分別します。
・生ごみの自己処理に取り組み、ごみの発生抑制に努めます。
・計画的な買い物や適量調理、フードバンクへの提供等実践し、食品ロスの
削減に努めます。
・「残さず食べよう！30・10運動」を推進し、食品ロスの削減を図ります。

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況 変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更追加
追加変更追加

変更

追加
C：停滞

　資源循環型施設をよりコンパクトなものとし、建設候補地周辺地
域の環境負荷の低減及び循環型社会の形成を目指す。
【課題】　生ごみ、紙・布類及び事業系ごみの減量
【視点】　有機物リサイクル施設の整備及び生ごみ分別収集によ
る生ごみリサイクルシステムの構築と更なる減量の取組

B：継続
28,900トン

以下
33,692トン

（令和3年度）
28,900トン

以下

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

変更

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒
ごみ減
量企画

室

ごみ焼却量
（上田市ごみ処理基本計画にお

ける減量目標数値）

34,265トン
（令和元年度）

29,540トン 32,198

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

現
行

・設備の老朽化が進む広域連合し尿処理施設「清浄園」に代わり、公共下
水道の南部終末処理場内に「し尿前処理下水道投入施設 ＊」を整備する
計画として、地域との合意形成に取り組んでいます。

・市民と事業者は、食べられるのに廃棄されている「食品ロス」を削減するた
めに、生活や事業活動を見直す必要があります。

・生ごみの自己処理に市を挙げて取り組むとともに、自己処理が困難な地
域には生ごみの分別収集などによる資源化を推進して焼却処理量を減ら
し、資源循環型施設のコンパクト化や搬入車両の削減など、施設周辺の環
境負荷をできる限り低減する必要があります。

・海洋に流出するプラスチックごみを少なくするためにも、川上に暮らす私た
ちから、マイバッグやマイボトルを積極的に利用し、脱プラスチックに向けた
意識醸成を図り、実践する必要があります。また、ポイ捨てを「しない、させ
ない」環境づくりを進める必要があります。

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

・設備の老朽化が進む広域連合し尿処理施設「清浄園」に代わり、公共下
水道の南部終末処理場内に「し尿前処理下水道投入施設 」を整備するとと
もに、安定かつ効率的な運営に取組みます。

【削除】
食ロス削減は5Rの発生抑制の取組において対象を限定したものであること
から、「役割分担」において記載する。

・生ごみの自己処理に市を挙げて取り組むとともに、自己処理が困難な地
域には生ごみの分別収集などによる資源化を推進して焼却処理量を減ら
し、資源循環型施設のコンパクト化や搬入車両の削減など、施設周辺の環
境負荷をできる限り低減する必要があります。
【政策企画課修正案】現行と変更なし

【削除】
脱プラは5R推進における方法の一つを記載したものであることから、「役割
分担」において記載する。また、海洋プラの削減やポイ捨てについては2-
1-1の節において記載する。

新
計
画

・循環型社会づくりに向けたごみ処理については、環境負荷の低減、ごみの
焼却熱エネルギーとしての循環利用、財政負担の軽減などの観点から、高
度な処理設備を有する施設に集約し、安定的な処理に加え、地域に新た
な価値を創出することが求められています。

変更なし ・資源循環型施設の建設において、地元自治会や関係団体と広域連合及
び市の間で、環境に配慮した安全・安心な施設のあり方について協議を
行っています。今後も充分に協議を行い、地域との合意形成に向けて取り
組むとともに、公害防止に向けた万全な対策を講じる必要があります。

・現焼却施設の老朽化等により、家庭系、事業系ごみともにさらなる減量が
求められており、「上田市ごみ処理基本計画」に示す減量目標値の達成に
向け積極的な取組が求められています。

・３R（発生抑制、再使用、再生利用）に２R（断る、修理する）を加えた
５Rの展開によるごみの減量・再資源化の推進に向けた取組が求めら
れています。

新
計
画

変更なし

現
行

・ごみ処理については、有害物質の排出抑制、ごみの焼却熱エネルギーと
しての循環利用、財政負担の軽減などの観点から、高度な処理設備を有
する施設に集約し、安定的に処理することが求められています。

・上田地域広域連合内の３クリーンセンター（上田、丸子、東部）は、施設の
老朽化が進んでおり、現在、３クリーンセンターなどを統合した「資源循環型
施設（統合クリーンセンター）」の建設が広域連合により計画されています。

・資源循環型施設の建設候補地の地元自治会や関係団体と広域連合及
び市の間で、安全・安心な施設のあり方について協議を行っています。今後
も充分に協議を行い、地域との合意形成に取り組む必要があります。

2-1-2 循環型社会形成の推進 後期計画の掲載P⇒ 57 １表

現
行

安全・安心な資源循環型施設の建設と、施設建設を契機としたまちづくりのための施策を推進します。また、ごみの減量・再資源化に向けた取組を推進し、持続的な発展が可能となる循環型社会の形成を
目指します。

・現焼却施設の老朽化、最終処分場の容量も残り少ない状況であることか
ら、家庭系、事業系ごみともにさらなる減量が求められており、「上田市ごみ
処理基本計画」に示す減量目標値を達成する積極的な取組が必要です。

・３R（発生抑制、再使用、再生利用）によるごみの減量・再資源化を基
本としつつ、再生時にエネルギーを多く消費するリサイクルに先立っ
て、２Rを優先した取組を周知・啓発する必要があります。
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後期計画の掲載P⇒ 57 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

資源循環型
施設建設関
連事業課

① 循環型社会の形成に向け、上田地域広域連合と連携
し、環境への負荷を低減した安全・安心な資源循環
型施設（統合クリーンセンター）の早期建設を目指しま
す。

① 資源循環型施設の
早期建設

1 循環型社会の形成に向け、上田地域広域連合と
連携し、環境に配慮した安全・安心な資源循環型
施設（統合クリーンセンター）の早期建設を目指し
ます。

58 資源循環型
施設建設関
連事業課

【施策の必要性】
・上田地域広域連合の３つのクリーンセンターは、施設の老朽化、安全な維
持・修繕に要する費用の増加といった課題を抱えており、将来にわたる安定的
なごみ処理体制を維持するためには、資源循環型施設の早期建設が必要で
ある。
【課題】
・建設決定後も、引き続き、地域住民と話し合いを進め、建設への理解を得る
ことが課題である。
【新たな視点】
・建設決定後は、広域連合において、清浄園など既存施設の解体や事業者選
定、設計施工など、施設建設に向けた手続きを進めるとともに、上田市におい
ても、資源循環型施設周辺の整備及び搬入道路整備等の取組を本格化させ
ていく必要がある。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 資源循環型施設の焼却で発生したエネルギーの
循環利用による防災拠点や、環境教育の拠点な
どの新たな機能の整備を目指します。

58 資源循環型
施設建設関
連事業課

【施策の必要性】
・資源循環型施設建設が周辺地域の発展につながるように、余熱エネルギー
の循環利用に配慮した地域振興施策を実施していくことが必要である。
【課題】
・地域振興策の前提として、資源循環型施設の建設への理解を得ることが課
題である。
【新たな視点】
・地域要望の実現と市の課題解決を図りながら、地域の発展と市民生活の向
上につながる循環型社会を形成する施策を推進していくことが重要である。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 資源循環型施設の建設地周辺地域の振興や、
市民生活の向上につながる基盤整備など、まちづ
くりのための施策を推進します。

58 資源循環型
施設建設関
連事業課

【施策の必要性】
・資源循環型施設建設が周辺地域の発展につながるように、余熱エネルギー
の循環利用に配慮した地域振興施策を実施していくことが必要である。
【課題】
・地域振興策の前提として、資源循環型施設の建設への理解を得ることが課
題である。
【新たな視点】
・地域要望の実現と市の課題解決を図りながら、地域の発展と市民生活の向
上につながる循環型社会を形成する施策を推進していくことが重要である。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

資源循環型
施設建設関
連事業課

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

資源循環型施設の建設地周辺地域の新たな価値を
創り出す振興や、市民生活の向上につながる基盤整
備など、まちづくりのための施策を推進します。

資源循環型施設の
建設を契機としたま
ちづくりの推進

基本施策１ 安全・
安心な資源循環
型施設の建設を
推進します

環境に配慮した安全・安心
な資源循環型施設の建設
の推進

資源循環型
施設建設関
連事業課

② 資源循環型施設の焼却で発生したエネルギーの循環
利用や、環境教育の拠点、災害時の廃棄物処理への
対応など、新たな機能の整備を目指します。

②

2-1-2 循環型社会形成の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性
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後期計画の掲載P⇒ 57 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-1-2 循環型社会形成の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 ３Rの実践によるごみの発生抑制や、適正処理の
意義を広く市民や事業者に伝え、ごみの減量・再
資源化の取組を自分事として理解を深め、ごみ減
量アドバイザーとともに実践へと導く啓発活動を推
進します。

58 ごみ減量企
画室

【施策の必要性】
　上田市ごみ処理基本計画に示す令和9年度の減量目標値達成に向けた、
市民・事業者・行政それぞれの取組及び施策の推進が必要である。
【課題】
　目標達成に向けたごみの減量・再資源化。
【新たな視点】
　可燃ごみに多く含まれる紙・布類の減量施策の取組・研究。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 ボランティア団体が取り組むごみの減量やリサイク
ルの情報は、市民にとって身近な話題として受け
入れられやすいため、市はボランティア団体と連
携した啓発を進めます。

58 廃棄物対策
課

令和5年度までは、回収した古着等を県外のリサイクル業者に搬出し、海外向
けの古着やウェス（機械の油、汚れ、不純物などを拭きとるときに使う布）等に
再利用した。この継続と併せて、古着を地域内で流通させる取組も必要である
ことから、今後はこの展開も促進したい。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 循環型社会の形成に向け、ごみの減量による焼
却灰の発生を少なくした上で、可能な限り埋め立
てずにリサイクルし、下室賀最終処分場の延命化
を図ります。

58 廃棄物対策
課

下室賀最終処分場は、令和5年度末で埋め立てを終了した。
この跡地活用策等については、地元との協議を丁寧かつ速やかに進めていく
予定。

D 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 家庭における生ごみの自己処理を推進し、市を挙
げて発生抑制を図るとともに、生ごみの自己処理
が困難な地域でも、コストと効果に留意し事業の
持続性を見極め、分別収集などにより資源化でき
るような仕組みづくりを進めます。

58 ごみ減量企
画室

【施策の必要性】
　資源循環型施設をコンパクトなものとし、建設候補地周辺地域の環境負荷を
できるだけ低減するために、市民・事業者・行政全体でごみの減量に取組むこ
とが必要である。
【課題】
　市街地などの自己処理が困難な地域における資源化の推進。
【新たな視点】
　市全体で生ごみの資源化に取組み、持続可能な仕組みづくりを構築する。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 ごみの発生抑制、再使用を優先したライフスタイ
ルへの転換を促すとともに、適正な分別を徹底
し、より一層の減量・再資源化を推進します。

58 ごみ減量企
画室

【施策の必要性】
　可燃ごみに多く含まれる生ごみや紙・布類の更なる減量、再資源化に向けた
取組が必要である。
【課題】
　市民が取組みやすい制度とするための見直し及び紙・布類の減量・再資源
化、事業系可燃ごみの減量化が課題となっている。
【新たな視点】
　生ごみの分別収集、紙・布類の資源化への啓発により、ごみの分別に対する
意識の向上を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 燃やせるごみに含まれる枝木類を資源化処理に
より、有効活用するための仕組みづくりを検討しま
す。

58 廃棄物対策
課

資源を有効活用することは、ゼロカーボンシティを目指す上田市にとっても重
要である。
また、可燃ごみのリサイクル化（減量化）を進めることは、新たな資源循環型施
設建設にとっても重要であり、枝木類以外も選択肢に入れ、今後も取り組んで
いく。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 プラスチックごみの適正分別による資源化を推進
します。

58 廃棄物対策
課

燃やせないごみとして収集されたプラスチック製品等については、県内の廃棄
物処理施設に委託し、リサイクル処理（マテリアルリサイクル：新たな製品を作
る、サーマルリサイクル：熱エネルギーとして利用）されているが、サーマルリサ
イクルは法が定める再資源化等には含まれないため、それに代わる方法等を
検討していく必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

5 プラスチックごみが川から海に流出しないように、
ごみのポイ捨てを「しない、させない」環境づくりを
進めます。

58 環境政策課 市内河川からプラスチックを出さないようにするため、取組の継続実施は必要。 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

6 マイバッグやマイボトルを積極的に利用し、脱プラ
スチックに向けた機運醸成を図ります。

58 環境政策課 レジ袋の有料化を受け、消費者の行動変容においては一定の成果が表れたも
のと理解している。

C 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

② 生活の中で発生するごみの適正な自己処理・分別・
再資源化を促進し、処理施設の整備を図るなど、持
続可能な循環型社会の形成を目指します。

② 家庭における環境負
荷低減への取組の
推進

ごみ減量企
画室
廃棄物対策
課

基本施策２ 循環
型社会形成に向
け、ごみの減量・
再資源化を推進
します

循環型社会形成に向けた、
ごみの減量・再資源化の推
進

① 5Rの実践によるごみの発生抑制や、適正処理の意義
を広く市民や事業者に伝え、ごみの減量・再資源化の
取組を自分事として理解を深め、実践へと導く啓発活
動を推進します。

① 環境負荷低減への
持続可能な体制づく
り

ごみ減量企
画室
廃棄物対策
課
環境政策課
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後期計画の掲載P⇒ 57 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-1-2 循環型社会形成の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 事業所への訪問などにより、事業系ごみの処理実
態の把握に努め、適正な分別による減量・再資源
化の取組を推進します。

59 ごみ減量企
画室

【施策の必要性】
　事業系ごみは、可燃ごみ量全体の1/3を占めており、減量に向けた取組が必
要である。
【課題】
　事業系ごみ量は近年横ばい状況であり、減量が進んでいない。
【新たな視点】
　課題の抽出、把握による事業系ごみ減量に向けた施策の検討。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 食品ロス削減の取組や、クリーンセンター搬入に
より焼却処理されている生ごみをできる限り燃やさ
ないための、資源化ルートの確立を進めます。

59 ごみ減量企
画室

【施策の必要性】
　生ごみリサイクル推進プランに掲げる事業系生ごみの減量を図る必要があ
る。
【課題】
　各事業所での分別方法や再資源化等の取組を正確に把握するためには、
聞取り調査が有効であるが時間を要する。
【新たな視点】
　生ごみを多く排出する事業所への聞き取り調査の強化を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 事業系ごみ減量推進のため、収集業者の内容物
点検を継続実施し、適正な分別指導を行いま
す。

59 廃棄物対策
課

市民から出される家庭ごみと比較した場合、事業系ごみは未だに違反物の混
入が多い状況である。
このため、事業系ごみを収集する業者と事業所（出す側）等の意識の向上を図
る必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 食品ロス削減を目指し、家庭や食品関連事業者
への啓発を推進します。

59 環境政策課 C 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 宴会時の食べ残しを削減するため、「残さず食べ
よう！30・10運動」を推進します。

59 環境政策課 C 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

1 し尿など（し尿、浄化槽汚泥、農業集落排水汚
泥、家庭雑排水汚泥）については、構成割合の変
化や処理量の減少に対応し、効率的な処理を行
うため、下水道施設での一体的な処理を行いま
す。

59 資源循環型
施設建設関
連事業課、下
水道課

【施策の必要性】
・清浄園などの既存施設が老朽化しているため、施設の統合など、し尿等処理
の効率化が求められる。
【課題】
・し尿前処理下水道投入施設の建設決定後も、引き続き、地域住民と話し合
いを進め、建設への理解を得ることが課題である。
【新たな視点】
・「し尿前処理下水道投入施設」の建設完了に伴い、し尿等の受入から処理ま
で一体的に維持管理を行うことにより、効率化が図られる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 公共下水道の南部終末処理場内に「清浄園」に
代わる「し尿前処理下水道投入施設＊」の建設を
進めます。

59 資源循環型
施設建設関
連事業課

・令和7年度に「し尿前処理下水道投入施設」建設完了予定のため、項目を
廃止する。

D 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

資源循環型
施設建設関
連事業課
下水道課

基本施策３ し尿
などの安定的かつ
効率的な処理体
制の確立を目指し
ます

し尿などの安定的かつ効率
的な処理体制の確立

① し尿など（し尿、浄化槽汚泥、農業集落排水汚泥、家
庭雑排水汚泥）については、人口減少による処理量の
減少や構成割合の変化に対応し、効率的な維持管理
を行うため、下水道施設での一体的な処理を行いま
す。

① 新し尿処理施設の建
設と効率的な管理運
営

環境政策課 ④ →方向性①に統合 ④ 食品ロスの削減を推
進

食品ロス削減についてはこれまで、消費者行政関連の補助金を受け啓発グッ
ズを制作し事業を行って来たところだが、当該補助事業の終了及び消費者行
政の所掌の変更（現在は市民課が所管）を受け、啓発グッズの調達が困難な
状況となっており、これまでのような「ものを配っての啓発」についは費用対効果
の視点からも再考すべきタイミングとなっている。

ごみ減量企
画室
廃棄物対策
課

③ 事業所への訪問などによる事業系ごみ処理の実態把
握及びクリーンセンター搬入により焼却処理されている
生ごみをできる限り燃やさないための資源化ルートの
確立を進め、適正な分別による減量・再資源化の取
組を推進します。

③ 事業所における環境
負荷低減への取組
の推進

8



後期計画の掲載P⇒ 57 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

○

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

上田地域広域連合ごみ処理広域化計画、上田市ごみ処理基本計画、上田市ごみ減量アクションプラン、生ごみリサイクル推進プラ
ン、上田市生活排水処理基本計画

上田地域広域連合ごみ処理広域化計画、　上田市ごみ処理基本計画、　上田市ごみ減量アクションプラン、　生ご
みリサイクル推進プラン、　上田市生活排水処理基本計画、　資源循環型施設施設基本計画

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-1-2 循環型社会形成の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

資源循環型施設整備事業、　資源循環型施設関連周辺整備事業 、　循環資源利用推進事業、　有機物リサイクル施設整備関連事業
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

○

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

2-1-3 地球温暖化対策の推進 後期計画の掲載P⇒ 60 １表

現
行

市民、事業者、市などが温室効果ガスの排出抑制に取り組み、地球温暖化対策を推進するとともに、気候変動の影響へ対応するための適応策について推進します。また、再生可能エネルギーの導入に
係るについて情報発信、導入支援を行い、市民や事業者への普及を促進します。

・温室効果ガスの排出量の削減に向け、再生可能エネルギーの利用だけで
はなく、省エネルギーの取組についても積極的に実践していく必要がありま
す。

・複数の課題の統合的解決を目指すSDGs＊（持続可能な開発目標）
の考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化するととも
に、各地域が自立・分散型の社会を形成し、再生可能エネルギーをは
じめとする地域資源などを補完し支え合う「地域循環共生圏＊」の創
造による持続可能な地域づくりが求められています。

新
計
画

変更なし ・我が国は、石油、石炭、天然ガスなどの燃料のほとんどを輸入に頼ってお
り、燃料調達において根本的な脆弱性を有しています。また、激甚化・頻発
化する災害への対応力を高める観点から、再生可能エネルギーを用いた
分散型エネルギーシステムを構築することにより、一定にのエネルギー確保
に貢献するため、これまで以上に再生可能エネルギーの導入が求められて
います。

・再生可能エネルギーは、地域の風土・状況に応じた導入が求められま
す。「第二次上田市環境基本計画 」に基づき、全国有数の日照時間等の
優位な地域特性を活かした、太陽光や太陽熱の利活用を中心とした取組
を更に進める必要があります。

・温室効果ガスの排出抑制に向け、再生可能エネルギーの利活用だけで
はなく、省エネルギー対策の取組についてもより一層の推進が求められてお
り、積極的に実践していく必要があります。

変更なし

新

計

画

2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロとする脱炭素社会の実現に向け、市民、事業者、市などが地球温暖化対策を推進するとともに、気候変動の影響へ対応するための適応策について推進します。

現
行

・豊かな自然環境を後世に残すため、地球温暖化対策や気候変動適応へ
の取組は喫緊の課題であり、その原因とされている温室効果ガスの排出抑
制に取り組む必要があります。

・我が国は、石油、石炭、天然ガスなどの燃料のほとんどを輸入に頼ってお
り、燃料調達において根本的な脆弱性を有しています。また、激甚化・頻発
化する災害への対応力を高める観点から、自立・分散型エネルギーへの関
心が高まっており、これまで以上に再生可能エネルギーの導入が求められ
ています。

・再生可能エネルギーは、地域の風土・状況に応じた導入が求められま
す。上田市は全国有数の日射量があることから、「第二次上田市環境基本
計画」に基づき、太陽光や太陽熱の利活用を中心とした取組を進めていま
す。

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新

計

画

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

環境政
策課

上田市の温室効果ガス排出量
1,233千t-CO2
（平成25年度）

30％削減
863千t-CO2

（令和12年度）

(R7年度末
公表予定）

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

指標内容妥当と判断し、継続。
R5年度改定の上田市地球温暖化対策地域推進計画 の指標と合
致。

A：拡大・充
実

46,816kW
（目標1,950kW/年）

変更

追加
C：停滞

国（環境省）で公表される各市町村の温室効果ガス排出量は2年
遅れとなるため、達成度の評価が翌年度にできない。
指標内容としての妥当性はあるが、翌年度に評価ができなくてよ
いか。

　→〔参考〕　【基準値（2013年度）】排出量1,233千t-CO2は、
R4.4に遡及改定されているため、次期計画の指標となる場合には
1,166千ｔＣＯ２が基準値となります。国及び市の計画等の基準年
度は、2013年度（H25年度）のため、基準年度は変更となりませ
ん。

A：拡大・充
実

556千t-CO2
（2013年度比
57％削減）

1,166千t-CO2
（平成25（2013年

度））
国で遡及改定されたため変

更

57％削減
1,166千t-CO2
（令和12年度）

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

変更なし 変更なし

変更
住宅への太陽光発電設備の導
入量（市制度による支援以外）

6,118kW
（令和元年度）

69,232kW
追加

環境政
策課

家庭用の太陽光発電設備出力
累計

25,366kW
（令和元年度）

34,370kW
（目標1,500kW/年）

32,146ｋW
（1,963ｋW）

A：順調

追加

変更

変更の有無 新まちづくり計画策定に向けて新たに期待される主な役割

内容

環境政
策課

学校

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー活用設備導入や、
断熱（改修）に努めます。
・公共交通やエコカー、自転車を活用します。
・市民や環境保全団体との協働などにより、環境教育を推進します。
・省エネルギー活動の取組を推進します。

同上

変更な
し

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー利活用設
備の導入や、断熱（改修）などの省エネルギー対策を検討し、導入に努めま
す。
・省エネルギー活動の取組を推進します。

⇒

新計画の記載内容 主体①

環境政
策課

市民

・家庭での省エネ行動に取り組むほか、公共交通やエコカー、自転車を活用します。
・学校や地域の環境保全活動や学習活動に参加します。
・住居などへの太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー活用設備導入
や、断熱（改修）に努めます。

①公共施設（学校・公共施設）への太陽光発電設備や断熱（改修）等については、特定財源の
確保（活用）可能な場合は、自己設置（公共事業発注）で導入を進めている。また、多くの施設
は、特定財源や自主財源が確保が見込めないことから、R5年度に市有施設.再エネ導入等調
査業務を実施し、新たな手法としてPPA（第3者所有モデル）やリース方式などによる導入を検
討している。
また、R5年度に第五次上田市役所地球温暖化防止実行計画 （ｴｺオフィスうえだ）を策定し、
取組の推進を加速させる予定。
②市域全体の地球温暖化対策計画（上田市地球温暖化対策地域推進計画 ）をR3年度策
定、R4年改定し、推進を行っている。
③事業者及び市民については、上田市地球温暖化対策設備設置費補助金 （太陽光、蓄電
池、V2H、断熱改修等）により導入の推進を図っている。
④市民向け、各種団体向け、学校向けには、地球温暖化対策に係る出前講座を実施継続し
ている。
⑤学校向けには、県（地域振興局環境課）と連携し、R4年度から小学校の全児童向けに環境
情報誌（エコチル）を配布している。
⑥R6年度上期には、市民、事業者、教育機関、行政等による（仮称）
上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議を設置し、継続して意見交換、意識醸成の場として展
開する予定。（現在準備中）

変更な
し

・再生可能エネルギーや地球環境問題に関する情報収集に努め、理解を
深めます。
・再生可能エネルギーの利活用について積極的に検討し、導入に努めま
す。
・家庭での省エネ行動（LED照明や省エネ家電をの選択等）に取り組むほ
か、公共交通やエコカー、自転車等の移動手段を選択します。
・学校や地域の環境保全活動や学習活動に参加します。

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

主体②

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー利活用設
備や、断熱（改修）などの省エネルギー対策を検討し、導入に努めます。
・省エネ行動に取り組むほか、公共交通やエコカー、自転車を活用します。
・温室効果ガス排出抑制につながる情報を収集し、事業所における温暖化
対策に取り組みます。

環境政
策課

行政

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー活用設備導入や、
断熱（改修）に努めます。
・省エネ行動に取り組むほか、公共交通やエコカー、自転車を活用します。
・「エコオフィスうえだ（第四次上田市役所地球温暖化防止実行計画 ）」の取組を推
進します。
・補助事業による再生可能エネルギー活用施設の導入を支援します。

同上

変更な
し

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー利活用設
備や、断熱（改修）などの省エネルギー対策を検討し、導入に努めます。
・省エネ行動に取り組むほか、公共交通やエコカー、自転車を活用します。

・「エコオフィスうえだ（第 次上田市役所地球温暖化防止実行計画 ）」の

取組を推進します。
・補助事業等により再生可能エネルギー利活用施設及び省エネルギー対
策設備の導入を支援します。

環境政
策課

事業者

・施設への太陽光発電、太陽熱利用などの再生可能エネルギー活用設備導入や、
断熱（改修）に努めます。
・省エネ行動に取り組むほか、公共交通やエコカー、自転車を活用します。
・温室効果ガス排出抑制につながる情報を収集し、その活用に努めます。
・「COOL　CHOICE＊」へ賛同するなど、事業所における温暖化対策に取り組みま
す。
・第二次上田市環境基本計画 を推進します。

同上

変更な
し
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後期計画の掲載P⇒ 60 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 温室効果ガスの排出抑制や脱炭素社会＊の実
現に有効な技術について、情報収集するとともに
研究し、市民に情報提供していきます。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
取組が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識醸成と
推進が課題である
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 温室効果ガスの排出を減らす家庭や事業所での
取組を推進します。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
取組が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識醸成と
推進が課題である
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 「上田市地球温暖化対策地域推進計画」及び
「エコオフィスうえだ（第四次上田市役所地球温
暖化防止実行計画）」に基づき、地球温暖化防
止対策を推進します。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
行政として、率先して自分事として捉え、主体的に取り組むための意識醸成と
推進が課題である
特定財源等を活用しないと財政的側面から推進が図られない
【新たな視点、方向性】
上田市ゼロカーボンシティ推進本部等により行政として、さらに取組推進を図る
市有施設の脱炭素化に向けて、照明LED化及び太陽光発電設備の導入の推
進を計画的に推進する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 公共交通の利用やハイブリッドカーなどエコカーの
導入、自転車の活用など、環境負荷低減の取組
について啓発します。

61 交通政策課 【施策の必要性】
・公共交通利用の効果の一つである環境負荷低減について、様々な広報媒
体、事業を通じて、啓発に努める必要がある。

【課題】
・コロナ禍や物価高騰等に加え、2024年問題により運転手不足に拍車がかか
り、市内のバス事業者は減便を余儀なくされている。

【新たな視点等】
・バス車両のEV化や自動運転技術などの調査研究を行い、公共交通機関へ
の導入の可能性を探る。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 環境保全団体やNPOなどとの協働による市民へ
の環境啓発活動や、児童生徒への環境教育を推
進します。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
意識醸成と推進を図るため、各種団体との連携が限られてしまう。
【新たな視点、方向性】
上田市ゼロカーボンシティ推進本部等により行政として、さらに取組推進を図る
各種イベントにより環境啓発活動の推進を図るとともに、学校と連携し、校内及
び校外での環境教育の推進を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 市域全体で地球温暖化対策に取り組むとともに、
気候変動の影響への適応策について推進しま
す。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減を推進するうえで、適応策も必要である
【課題】
適応策については、緩和策とは別に気候変動による影響への対処し被害の防
止、軽減を図る施策であり、健康被害、自然災害等も含め、引き続き関連施
策の周知、啓発が必要である。

【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により周知啓発を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2-1-3 地球温暖化対策の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

温室効果ガスの排出
抑制

環境政策課 ② 鉄道やバスなどの公共交通の利用や電気自動車や
ハイブリッドカーなどのエコカーの導入、自転車等の活
用など、環境負荷低減に係る取り組みを推進します。

② 環境負荷低減への
取組

環境政策課 基本施策１ 温室
効果ガスの排出を
抑制し、地球温暖
化防止対策を推
進します

地球温暖化対策の推進 ① 太陽光、水力、バイオマスなどの再生可能エネルギー
は温室効果ガスを排出せず、削減効果が期待できる
ことから、地域特性を活かし、より一層の普及を促進し
ます。

①
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後期計画の掲載P⇒ 60 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-1-3 地球温暖化対策の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 環境省が進める「COOL　CHOICE」への賛同など、
省エネルギー行動を率先的に行うよう、市民、事
業者などへの普及活動に取り組みます。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 市民、事業者などの省エネルギー活動を支援す
るほか、断熱や省エネルギー性能に優れた省エ
ネ建築の推進や、省エネ機器の導入推進を図り
ます。

61 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

環境政策課 ③ 温室効果ガス削減を図るため建築物の省エネルギー
化の推進を図るとともに、排出量のより少ない製品や
サービスの選択、ライフスタイルの転換など省エネル
ギー対策を推進します。

③ 省エネルギーへの取
組
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後期計画の掲載P⇒ 60 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-1-3 地球温暖化対策の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 第二次上田市環境基本計画に基づき、再生可
能エネルギーの利活用を推進します。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要。
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である。
【新たな視点】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 再生可能エネルギーの普及にあたっては、市民、
事業者、行政が一体となった、多方面からの展開
となるよう、市民や事業者との協働、事業化に向
けた情報提供、住宅への再生可能エネルギー導
入に係る啓発などに取り組みます。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要。
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である。
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 太陽光発電、太陽熱利用などについて、市民や
事業者などへの導入支援に取り組みます。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要。
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である。補助制度以外の推進策が必要である。
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成
を図る

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 バイオマス利活用の普及について研究を行うとと
もに、ペレット・薪ストーブやバイオマスボイラーな
どのバイオマスエネルギー利用製品の導入を支
援します。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要。
【課題】
取組効果が必要であるが、自分事として捉え、主体的に取り組むための意識
醸成と推進が課題である。補助制度以外の推進策が必要である。
【新たな視点、方向性】
（仮称）上田市ゼロカーボンシティ実現市民会議等により市域全体の意識醸成

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

5 公共施設などへの再生可能エネルギー導入を推
進します。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
行政として、率先して自分事として捉え、主体的に取り組むための意識醸成と
推進が課題である。
【新たな視点、方向性】
上田市ゼロカーボンシティ推進本部等により行政として、さらに取組推進を図
る。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

6 河川、農業用水などへの中小水力発電の導入に
ついて推進します。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
適地が限られている。
【新たな視点、方向性】
上田市ゼロカーボンシティ推進本部等により行政として、さらに取組推進を図
る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

環境政策課 ④ 温室効果ガス削減効果のある国が進める水素などの
新たなクリーンエネルギーの導入について研究しま
す。

② 新たなクリーンエネル
ギーの導入

1 国の計画に基づき、水素など新たなエネルギーの
地域社会への導入について研究します。

62 環境政策課 【施策の必要性】
温室効果ガス排出削減、２０５０ゼロカーボンシティ実現に向けた施策として必
要
【課題】
先進的な技術について、実証段階では、地域の事業者が取り組めないことが
多い。
【新たな視点、方向性】
情報収集と情報発信は継続する

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

⑤ 気候変動の影響に対処し、被害の防止又は軽減その
他生活の安定、社会もしくは経済の健全な発展又は
自然環境の保全を図る適応策について、理解の促進
を図ります。

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

環境政策課 基本施策２ 太陽
光など再生可能
エネルギーなどの
利活用を進めま
す

　↑　統合 施策の方向性①に統合 ① 再生可能エネルギー
の利活用
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後期計画の掲載P⇒ 60 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇 〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-1-3 地球温暖化対策の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

再生可能エネルギー活用支援事業（上田市地球温暖化対策設備設置費補助金 ）、　ゼロカーボン戦略事業、　脱炭素先行地域づくり事業

第二次上田市環境基本計画、上田市地球温暖化対策地域推進計画 、エコオフィスうえだ（第四次上田市役所地球温暖化防止実行
計画）

第二次上田市環境基本計画、上田市地球温暖化対策地域推進計画 、エコオフィスうえだ（第 次上田市役所地球

温暖化防止実行計画）

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

2-2-1 賑わいと交流のまちづくりに向けた道路網の整備・促進 後期計画の掲載P⇒ 63 １表

現
行

地域間を結ぶ幹線道路や生活道路の整備・促進を通し、日常生活の利便性の向上や地域間の交流を推進します。

・広域的な交流を促進するため、上信自動車道などの地域高規格道路の
事業化や幹線道路の整備に向け、取り組む必要があります。

新
計
画

変更なし 変更なし 変更なし ・広域的な交流を促進するため、上信自動車道などの高規格道路の事業
化や幹線道路の整備に向け、取り組む必要があります。

新
計
画

変更なし

現
行

・市の道路網は、依然として慢性的な交通渋滞がみられることから、上田地
域30分（サンマル）交通圏＊の確立に向け、幹線道路網の整備を早急に
進める必要があります。

・道路幅員が狭いなどの危険な道路が多く、交通の安全確保を図るため、
バイパス化を含めた道路整備を進める必要があります。

・日常生活の利便性を高めるため、生活道路の整備が必要です。

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

土木課
管理課

市道改良延長
986km

（令和元年度）
1,010km 1003km

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

道路網の整備・促進は、まちづくりを進める上での基本であるた
め、効果的かつ計画的な整備を図る必要がある。

B：継続 1624km

変更

なし
追加

B：概ね順調

道路網の整備・促進は、まちづくりを進める上での基本であるた
め、効果的かつ計画的な整備を図る必要がある。

B：継続 1026km ※変更なし ※変更なし

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

※変更なし ※変更なし

変更

なし
追加

土木課
管理課

市道舗装延長
1,544km

（令和元年度）
1,575km 1580km A：順調

追加

変更

変更の有無 後期まちづくり計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加

内容

土木課
管理課

行政

・地域間を結ぶ幹線道路は、国・県に協力し整備・促進を図ります。
・生活道路は、要望などに基づき整備を進めます。

【土木課】
・自治会要望に基づき、生活道路の整備・維持補修事業を進めた。

【管理課】
・要望活動を実施している各連絡道路（上信自動車道、松本・佐久、上田・諏訪）や幹線道路
（国道143号、国道152号など）について、国や県との連携により整備・促進を図っている。

変更な
し

【土木課】

・近年の気候変動に伴い、激甚化・頻発化する大規模自然災害等から市民の

生命を守り、速やかな復旧復興に資するための施策を計画的に推進する必要

がある。
・次代を担う子供や高齢者の命を交通事故から守るため、安全・安心な歩道
環境の整備が必要である。

【管理課】
・地域間を結ぶ幹線道路は、国・県に協力し整備・促進を図ります。
・生活道路は、地元要望などに基づいて整備を進めます。

※変更なし

⇒

新計画の記載内容 主体①

土木課
管理課

市民

・国、県道の整備促進について、期成同盟会や対策委員会などを通し、参
加・協力します。
・生活道路の整備について、自治会要望などを行うとともに、清掃や除雪な
どに参加・協力します。

【土木課】
・生活道路の維持管理や除雪等については、自治会を通じ市民にも参加・協力を呼びかけた。

【管理課】
・期成同盟会や地元対策委員会などを通じた道路要望などに参加・協力することで、国・県道
の整備促進が図られている。

変更な
し

【土木課】
・生活道路の維持管理や除雪等については、今後更に市民の参加・協力が必
要となる。

【管理課】
・国、県道の整備促進について、期成同盟会や対策委員会などを通し、参加・
協力します。
・生活道路の整備について、自治会要望などを行うとともに、清掃や除雪など
に参加・協力します。

※変更なし

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

主体②

内容
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後期計画の掲載P⇒ 63 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 高速交通軸や地域間を結ぶ幹線道路の整備・促
進に向けた取組を進めます。

64 土木課
都市計画課

【土木課】
・国道18号上田バイパス第二期工区の早期整備について、継続しての要望が
必要である。
・国道144号上野バイパスについては、県の道路整備に協力していく。

【都市計画課】
都市計画道路北天神町古吉町線（川辺町工区）の事業促進を図るため、県
の街路事業に協力していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 骨格道路となる環状道路やこれを補完するため
の道路整備を進めます。

64 土木課 ・今後も、中心市街地へのアクセス向上を図るための市道整備が必要である。 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 交通量の増加に対応するため、国道18号上田バ
イパス第二期工区、国道144号上野バイパス、国
道152号丸子バイパス、国道254号荻窪・平井バ
イパスなどの早期整備に向けた取組を積極的に
行い、渋滞解消や安全確保などを図ります。

64 土木課 ・国道18号上田バイパス第二期工区の早期整備について、継続しての要望が
必要である。
・国道144号上野バイパスの早期整備について、継続しての要望が必要であ
る。
・国道254号は「緊急輸送道路」であり、東信と中信を結ぶ重要路線であるた
め、着手区間の早期完成及び、未改良箇所の早期整備に向けた要望が必要
である。
・国道152号丸子バイパスについては、これまで課題となっている地元理解を
得る努力をしつつ、関係機関と連携して代替案も含めた研究を行う必要があ
る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 県道は、市街地と郊外を接続する幹線道路の役
割を果たすため、未整備区間の整備を促進する
とともに、バイパス化による渋滞の解消を図りま
す。

64 土木課 ・国道143号青木峠バイパス（トンネル化）や県道 鈴子バイパスの早期実施に
ついて、継続しての要望が必要である。また、開通後の交通量の増加に備え、
国道143号現道の安全・環境・渋滞対策の検討が必要である。
・小諸上田線の早期整備について、継続して要望が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 中心市街地へのアクセス向上を図るため、市道
整備を進めます。

64 土木課 ・今後も、中心市街地へのアクセス向上を図るための市道整備が必要である。 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 環状道路や公共施設、観光施設などへのアクセ
ス道路の整備を進めます。

64 土木課 ・市道 中野小泉線バイパス（小泉2号線）は、引き続き、3工区の事業実施に
向けて、財源確保についての検討が必要である。
・公共施設や観光地へのアクセス向上のため、幹線道路の舗装修繕及び道路
付帯施設の修繕、または改良事業が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 生活基盤の向上を目指し、市民に身近な生活道
路の整備を進めます。

64 土木課 ・生活道路の整備については、持続可能なまちづくりの観点から、拡幅から維
持・修繕にシフトしていくことも必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2-2-1 賑わいと交流のまちづくりに向けた道路網の整備・促進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

上田地域30分（サン
マル）交通圏構想の
実現

土木課 ② 市内の渋滞緩和や安全確保を図るため、国・県道の
バイパス化や未整備区間の整備等、広域幹線道路網
の整備促進の取組を進めます。

② 渋滞緩和などに向け
た広域幹線道路網
の整備

土木課
都市計画課

基本施策１ 市内
外の交流円滑化
のため、道路整備
を進めます

市内外の交流や移動の円
滑化、及び日常生活の利便
性向上に向けた道路網の整
備

① 上田地域30分（サンマル）交通圏構想の実現に向
け、地域内幹線道路や、これを補完する道路の整備
促進の取組を進めます。

①

土木課 ③ 日常生活の利便性を高めるため、中心市街地や公共
施設へのアクセス道路等、市民に身近な生活道路の
整備を推進します。

③ 日常生活の利便性
を高めるための生活
道路の整備

18



後期計画の掲載P⇒ 63 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-1 賑わいと交流のまちづくりに向けた道路網の整備・促進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 地域経済の発展や文化の交流を促進するため、
上信自動車道や上田・諏訪連絡道路、松本・佐
久連絡道路といった地域高規格道路や、国道
143号青木峠バイパスなどの地域間を結ぶ幹線
道路の早期整備に向けた取組を進めます。

64 管理課 ・地域経済の発展や文化の交流促進のため、「上信自動車道」や「上田・諏訪
連絡道路」、「松本・佐久連絡道路」といった高規格道路に加え、国道143号
青木峠バイパスや国道152号、国道254号などの地域間を結ぶ幹線道路の
早期整備に向けた取組を進める。
・道路整備要望については、要望相手先となる関係機関に対し、事業の進捗
に合わせて効果的な活動となるよう、関係自治体等と連携して機を逃さぬよう
実施する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 三才山トンネルの無料化に伴い、交通量の増加
が見込まれる国道254号の現道改良とミニバイパ
スの整備に向けた取組を進めます。

64 管理課
丸子地域建
設課

・国道254号は「緊急輸送道路」で、松本佐久連絡道路としても検討されてお
り、東信と中信を結ぶ重要路線である。
・信州みちビジョン（R5.10改定）の中で「虚空蔵反りバイパス」が重点整備箇所
と位置付けられており、今後はミニバイパス化以外の現道改良部について要望
を継続する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

農地整備課 ⑤ ⑤ 集落間を結ぶ農林
道の整備

1 農林業の振興のため、その基盤となる幹線道路
や集落間道路などの整備を進めます。

64 農地整備課 農業者からの新規路線要望もないことから、現在ある農道の計画的な更新を
行っていくものとする。

D 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

管理課
丸子地域建
設課

④ 地域経済の発展や文化交流の促進のため、地域間を
結ぶ幹線道路の早期整備に向けた取組を進めます。

④ 地域外との交流を促
進する道路などの充
実
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後期計画の掲載P⇒ 63 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇

〇 ○

〇 ○

〇 ○

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-1 賑わいと交流のまちづくりに向けた道路網の整備・促進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

上信自動車道、上田諏訪連絡道路、松本佐久連絡道路、国道１８号上田バイパス（第二期工区）、国道144号上野バイパス、国道143号青木峠バイパス(トンネル化)、主要地方道別所丸子線鈴子バイパス、
主要地方道長野上田線・上田丸子線（北天神町古吉町線）、国道２５４号（東内～西内）、主要地方道小諸上田線(町吉田 ～中吉田)
市道踏入大屋線、市道下吉田久保林線(国道18号上田 BP関連)、市道上田橋下堀線、中野小泉線バイパス、市道富士山運動公園線ほか、市道上田橋中島線、市道金井線、市道箱畳線、市道原野地２号線、市道内ノ山線

上田地域広域連合広域計画（上田地域広域幹線道路網 構想 ・計画） 上田地域広域連合広域計画（上田地域広域幹線道路網 構想 ・計画）

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

20



P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ★は「総合戦略」で設定していたKPI ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

〇

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

・サービス水準の最適化を図ります。
・公共交通機関の連携によるネットワークを強化します。
・運転手の確保や適正な運賃設定により持続可能な経営をします。

交通政
策課

行政

・公共交通の確保・維持を図ります。
・公共交通の利用促進策を推進します。

同上

変更な
し

・公共交通の確保・維持を図ります。
・公共交通の利用促進策を推進します。
・モビリティマネジメントを推進します。

交通政
策課

公共交通事
業者

・サービスの向上による利用促進を図ります。
・経営の効率化を図り、公共交通を維持します。

同上

変更な
し

21.2%
(令和６年度)

（市民アンケート）

変更の有無 後期まちづくり計画策定に向けて新たに期待される主な役割

内容

交通政
策課

事業者

・公共交通の利用促進に協力します。
・地域主体による交通体系の確保を図ります。
・エコ通勤の実践や車利用の抑制に努めます。

同上

変更な
し

・公共交通の利用促進に協力します。
・モビリティマネジメントの実践として、エコ通勤や車利用の抑制に努めます。

⇒

新計画の記載内容 主体①

交通政
策課

市民・地域

・環境に負荷の少ない公共交通を積極的に利用します。 ・公共交通について、環境負荷が少ないことを啓発するため、3年毎に公共交通ガイドブックを全
戸配布しているほか、未就学時から高齢者まで幅広い世代に対して乗り方教室の開催や各種イ
ベントにより、利用促進の取組を実施している。
・公共交通機関へTicketQRを導入し、キャッシュレス決済の利用環境を整え経営の効率化を図
るとともに、アプリ内でバス等のロケーションを把握できるサービスを提供し、利用者の利便性向
上を図った。
・地域主体による交通サービスの導入に対しては、構想段階から連携し、スムーズに事業開始
できるよう支援を行った。
・公共交通の確保・維持のため鉄道事業者に対しては安全設備対策への補助金等を交付する
とともに、バス事業者に対しては経常赤字分の一部を支援することで公共交通の維持を図った。

変更な
し

・環境に負荷の少ない公共交通を積極的に利用します。
・地域等が主体となって移動手段の確保を図ります。

追加

具体的な数値目標を他に設定しているため
新計画への
引継ぎ予定_

無
-

変更

追加

交通政
策課

別所線輸送人員数
111.6万人

（令和元年度） 108.1万人 104.6万人 B：概ね順調

変更

市内路線バス輸送人員数
（市営バス輸送人員を追加）

101.3万人
（令和5年度）

127.7万人
（令和12年度）

追加

C：停滞

【施策の必要性】
・運賃低減バス施策は、令和4年10月以降 も運行を継続することにより、
路線バスの確保維持を図る。
【課題】
・人口減少・少子高齢化の進行、路線バスの廃止・減便などに伴い、全国
的な地方バスの利用者数は減少傾向となっている。
・上田市では運賃低減施策の実施により、一定程度、利用者数の増加に
つながったものの、高校通学区の定員減少、路線の廃止・減便の状況を
考慮すると、総数として増加目標を掲げることは、非現実的になりつつあ
る。
・コロナ禍や物価高騰等に加え、2024年問題により運転手不足に拍車が
かかり、市内のバス事業者は減便を余儀なくされている。
【新たな視点等】
・国庫補助金の算定数値にも用いられる１便あたりの利用者数を指標・目
標値とするなど、再検討が必要である。
・指標・目標値のあり方については、利用人数ではなく路線維持にすること
を含め検討する必要がある。
【指標内容の変更】
令和5年度に上田市地域公共交通計画 を策定した際、市営バス（循環バ
ス・オレンジバス・デマンド交通）についても、サービス水準の最適化や利用
者の利便性向上を図る必要があることから、市内路線バス利用者数に市
営バス利用者数を加え、目標とする総利用者数を127.7万人と設定した。
上田市地域公共交通計画 の目標に合わせるため、新まちづくり計画の策
定にあたり指標を見直すこととし、目標値については、市営バスを含むバス
総利用者数に変更する。

B：継続 127.7万人

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

104.6万人
（令和5年度）

変更なし

変更

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

交通政
策課

市内路線バス輸送人員数
116.2万人

（令和元年度）
115.0万人 96.3万人

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

【施策の必要性】
・地域の公共交通の中枢を担う鉄道は、着実に安全対策事業を推進する
とともに、利用促進事業を図る必要がある。
【課題】
・民間鉄道は、全国的に地方鉄道の廃線が進んだ経過がある一方で、観
光列車の導入などにより、輸送人員は下げ止まりの状況にある。
・人口減少・少子高齢化の影響を踏まえつつ、現状の輸送人員を維持す
ることが現実的な目標値と考える。
・コロナ禍を経て、生活様式の変化や公共交通機関の利用者が離れる行
動変容が起きている。
【新たな視点等】
・公共交通機関を利用した通勤促進のための取組について、県、民間企
業、バス事業者と協力のもと実施し、行動変容を促す。
・TicketQRで取得した乗降データを分析し、このデータに基づき、ダイヤ改
正やバス路線の経路見直しなどにより利便増進を図る。

A：拡大・充
実

120.0万人

交通政
策課

道路や交通機関などの交通網
が利用しやすいと

感じる市民の割合★

24.5％
(令和元年度)

35%
（市民アンケート）

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

新
計
画

・都市の持続性や市民の豊かな暮らしを支えるため、各地域拠点からの通
勤通学に係る移動手段を確保するための公共交通ネットワークの維持・形
成や、自家用車に頼ることなく各地域拠点から移動できるサービスレベルの
確保を図る必要があります。

・将来にわたり路線バスを維持・確保するために、運転手確保に加え、ニー
ズに応じたサービス水準の最適化による利用者の確保、適正な運賃設定に
よる収益性の確保、行政負担のあり方の見直しについて、均衡を図りながら
総合的に進める必要があります。

・しなの鉄道線及び別所線の安定的な運行確保のための安全対策事業及
び利用促進事業を今後も継続して実施する必要があります。

・利用者などの地域の関係者、事業者や行政が共通の認識を持ち、利便性
の高い公共交通サービスの実現に向け、限られた資源のなかでサービス水
準の最適化を図るとともに、鉄道・バスなどではカバーできない細かなニーズ
に対応可能な体系を構築する必要があります。

新
計

画

通学通勤、通院や買い物等の日常生活において、自家用車や家族の送迎に頼らなくても、大きな不安や不便を感じることなく、誰もが安心して利用できる地域、公共交通を実現します。

現
行

・将来にわたり持続可能な公共交通網の構築に向け、日常生活に必要な移
動手段であるバス路線などの確保・維持を図る必要があります。

・バス路線の確保・維持を目指し、平成25年10月から実施している運賃低
減バス事業は、運行開始後の輸送人員が増えつつあり、一定の効果が現
れてきていますが、さらなる輸送人員増加に向け、利便性の向上などに取り
組む必要があります。

・上田電鉄別所線は、橋梁災害からの早期復興を目指すとともに、しなの鉄
道線及び別所線の安定的な運行確保のための安全対策事業及び利用促
進事業を今後も継続して実施する必要があります。

2-2-2 地域をつなぎ未来へつむぐ地域公共交通 後期計画の掲載P⇒ 65 １表

現
行

公共交通の確保・維持や市民による積極的な利用の促進を通し、将来にわたり市民が快適に必要な移動ができるよう、公共交通の活性化を図ります。

・高齢化の進展とともに、公共交通に対するニーズがますます高まっていくこ
とが予想され、環境負荷の軽減にも大きく寄与する鉄道やバスなど地域の
重要な公共交通機関に対し、「乗って残す」「乗って生かす」という住民意識
の高揚を図る必要があります。
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後期計画の掲載P⇒ 65 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 市民が快適に、通勤・通学や日常生活に必要な
移動ができるよう、既存のバス路線や鉄道を確
保・維持するとともに、既存の交通体系を活用し、
バス相互やバスと鉄道の連携など、公共交通機
関のネットワーク化を図ります。また、公共交通を
利用するエコ通勤についてもさらに推進します。

66 交通政策課 【施策の必要性】
・人口減少・少子高齢化社会の中、鉄道及び幹線系統の路線バスの維持と、
支線系統によるネットワーク化を図り、市民生活の移動手段を確保する必要が
ある。

【課題】
・依然としてモータリゼーションが進行しており、マイカー通勤から公共交通利用
への転換が進まない。（全国的に自動車台数や運転免許証保有者数が増加
傾向、道路建設も推進）
・2024年問題の影響に伴い、バス事業者による土日祝日のダイヤ縮小や最終
便の繰上げなど、路線バスの減便を余儀なくされている。
・しなの鉄道においては、JRから引き継いだ鉄道施設の老朽化が著しく、更新
時期を迎えており、別所線で令和元年東日本台風と同規模の災害に備え、千
曲川橋梁橋脚補強工事が必要など、従来以上の設備更新経費が必要となっ
ている。

【新たな視点等】
・公共交通機関を利用した通勤促進のための取組について、県、民間企業、
バス事業者と協力のもと実施し、行動変容を促す。
・TicketQRで取得した乗降データを分析し、このデータに基づき、ダイヤ改正や
バス路線の経路見直しなどにより、利便増進を図る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 運賃低減バスについては、実証運行前の20万人
増の輸送人員を目指し、利便性の向上や定住自
立圏形成の取組を推進します。

66 交通政策課 【施策の必要性】
・高齢者や通学に利用する高校生などの交通弱者のためには、路線を維持す
る必要がある。

【課題】
・人口減少・超高齢社会が進行する中、輸送人員の増加を目標値とすること
は現実的ではない。
・2024年問題が原因で運転手不足が加速し、最終便の繰上げや土日祝日の
ダイヤ縮小が実施されている。

【新たな視点等】
・指標・目標値のあり方については、利用人数ではなく路線維持することを含め
検討する必要がある。
・運賃低減策の対象を市民限定に見直すなど、限られた財源の中でバス路線
の維持が図られるよう検討が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 国内外から訪れる観光客が利用しやすい、ルート
設定や周遊促進を図るためのあり方を検討しま
す。

66 交通政策課 【施策の必要性】
・訪日外国人を含めた観光客が日本遺産を巡るための公共交通機関を維持
確保することが、周遊促進の面で必要である。
・鉄道・バスなどを補完する二次交通として、市街地活性化のため回遊性を高
めるシェアサイクルは必要である。

【課題】
・観光客数の増減が、利用者数に大きな影響を与える。

【新たな視点等】
・別所線とタイアップした利用促進策の検討が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

将来にわたり持続可
能な公共交通網の
確保・維持

交通政策課 基本施策１ 公共
交通の活性化を
図ります

大きな不安や不便を感じる
ことなく、誰もが安心して利
用できる地域公共交通の実
現

① ①地域の関係者の連携・協働（共創）を通じ、利便性・
持続可能性・生産性の高い地域公共交通への「リ・デ
ザイン」（再構築）を図ります。

2-2-2 地域をつなぎ未来へつむぐ地域公共交通 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性
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後期計画の掲載P⇒ 65 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-2 地域をつなぎ未来へつむぐ地域公共交通 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 地域にとって大切な移動手段として公共交通機
関が利用されるよう、「乗って残す」「乗って生か
す」を基本とした利用促進策を市民や交通事業
者の参画のもと推進します。また、事業者間の情
報共有の場を設けるとともに、ICT＊の活用による
利便性向上と経営効率化を図ります。

66 交通政策課 【施策の必要性】
・乗って残すためにも、市民参画による利用促進が不可欠で、市民の意識改
革・行動変容を促すための取組が必要である。
・コロナ禍を経て公共交通機関離れがみられることから、認知度向上と利用機
会の提供などの取組が必要である。

【課題】
・公共交通機関にキャッシュレス決済端末を導入しているが、事業者毎にQR
コードが必要であったり、消費喚起事業のイメージが強く、公共交通機関で利
用できることを認知している人が少ないことから、普及率の向上が課題である。

【新たな視点等】
・交通事業者毎に異なるQRコードの共通化を図り、利用者の利便増進を図る。
・公共交通機関を利用した通勤促進のための取組について、県、民間企業、
バス事業者と協力のもと実施し、行動変容を促す。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 バスに関しては、上田市公共交通活性化協議会
を中心に、関係機関と連携しながら、路線バス、
循環バスや、地域ごとの特性に基づいたデマンド
交通＊、地域自主運行バスなどの利用促進を図
ります。

66 交通政策課 ・通し番号145・146・147・148の施策と同様 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 上田電鉄別所線及びしなの鉄道線に関しては、
「別所線再生支援協議会」、「しなの鉄道活性化
協議会」を中心に、沿線の市民の積極的な参画
を求め、関係団体と連携しながら、各種利用促進
を図ります。

66 交通政策課 【施策の必要性】
・協議会組織等を活用し、沿線自治体や関係団体との連携により、利用促進
を図る必要がある。

【課題】
・しなの鉄道においては、JRから引き継いだ鉄道施設の老朽化が著しく、更新
時期を迎えており、別所線においては、令和元年東日本台風と同規模の災害
に備え、千曲川橋梁橋脚補強工事が必要など、従来以上の設備更新経費が
必要となっている。

【新たな視点等】
・脱炭素先行地域に採択され、環境部門との連携により活性化を図る。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

健康推進課 ③ ③ 健幸都市の実現に
向けた公共交通機
関の活用

1 健幸都市の実現に向け、公共交通機関を利用
し、駅やバス停まで歩くことにより、健康増進を図
るなど、健康面からのアプローチを図ります。。

66 健康推進課 ・運賃低減バスだけではなく、別所線などの鉄道の利用促進を含めた視点での
健幸増進施策を検討する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

交通政策課 ② ② 住民一人ひとりの利
用促進策の実施
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後期計画の掲載P⇒ 65 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇

〇

〇

〇 〇

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

上田市地域公共交通網形成計画 （上田市地域公共交通計画） 上田市地域公共交通計画

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-2 地域をつなぎ未来へつむぐ地域公共交通 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

別所線関連事業（地域公共交通確保維持改善事業 、別所線運行経費補助）、　しなの鉄道安全輸送設備等整備事業
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

主体②

内容

・「上田市都市計画マスタープラン」及び「上田市立地適正化計画 」に基づ
き、都市基盤の集約を目指します。
・「上田市国土強靭化地域計画 」に基づき、防災・減災の取組を推進しま
す。
・歩行者や自転車が安全で快適な道路環境の整備を進めます。
・安全・安心な住環境整備を行います。（土木課）

土木課
都市計
画課

行政

・「上田市立地適正化計画 」に基づき、都市基盤の集約を目指します。
・「上田市国土強靭化地域計画 」を策定し、防災・減災の取組を推進します。
・歩行者や自転車が安全で快適な道路環境の整備を進めます。
・安全・安心な住環境整備を行います。

【都市計画課】
・概ね各主体が期待される役割を果たしている。

変更な
し

内容

建築指
導課

都市計
画課

事業者

・既存事務所などの耐震化と適正な維持管理に努めます。
・「上田市開発事業の規制に関する条例」に基づき、開発事業を行います。
・まちづくりについてともに考え、事業の推進に協力します。

【建築指導課】
・令和５年度末の多数の者が利用する一定規模以上の建築物の耐震化率の推計値は95.1％と着実に向上
しており、適正な維持管理がなされている。

【都市計画課】
・概ね各主体が期待される役割を果たしている。

変更な
し

・既存事務所などの耐震化と適正な維持管理に努めます。
・「上田市開発事業の規制に関する条例」に基づき、開発事業を行います。
・まちづくりについてともに考え、事業の推進に協力します。

⇒

新計画の記載内容 主体①

都市計
画課

交通政
策課

市民

・道路のユニバーサルデザイン＊をともに考え、事業の推進に協力します。
・公共交通を積極的に利用します。
・既存住宅などの耐震化と適正な維持管理に努めます。
・まちづくりについてともに考え、事業の推進に協力します。

【都市計画課】
・概ね各主体が期待される役割を果たしている。

【交通政策課】
・「ネットワーク＋多極・拠点集約型都市構造」の形成に向け、都市計画マスタープランと立地適正化計画に
即した上田市地域公共交通計画を令和5年度に策定した。

変更な
し

・道路のユニバーサルデザイン＊をともに考え、事業の推進に協力します。
・公共交通を積極的に利用します。
・既存住宅などの耐震化と適正な維持管理に努めます。
・まちづくりについてともに考え、事業の推進に協力します。

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況 変更の有無 後期まちづくり計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加
C：停滞

長野県から提案された「協働建替え事業」について協議し、上田原第一、上田原第二、緑が丘
北、緑が丘西団地の建替えを検討していく。

B：継続
建替え工事

に着手
0団地

（令和5年度）
1団地

なし
追加

住宅政
策課

市営住宅の統合建替え - １団地 -

橋梁やトンネル等の道路施設に係る修繕費用の増大、働き方改革の推進に伴う工事期間の長期
化が大きな課題となる中、計画的かつ効率的な予防保全型修繕をおこない、安心で安全な道路
環境の確保が必要である。 B：継続 77 ※変更なし ※変更なし

変更

土木課
橋梁長寿命化修繕工事 の橋梁

数
11橋

（令和元年度）
69橋 24橋 C：停滞

追加
土木課 歩道の整備延長

174.5km
（令和元年度）

190.0㎞ 187.0㎞ B：概ね順調

変更

追加
B：概ね順調

公共公益施設に安全で快適にアクセスしやすい道路整備とともに、避難路や延焼遮断帯の機能
を有する幹線道路などの整備を推進する。

B：継続 52.5% 51.6％ 変更なし

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

※変更なし ※変更なし

変更

なし

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

都市計
画課

都市計画道路の用途地域内整
備率

51.0％
（令和元年度）

52% 51.60%

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

次代を担う子供や高齢者の命を交通事故から守るため、安全・安心な歩道環境の整備が必要で
ある。

B：継続 200

現
行

・道路ネットワークを効果的に整備するため、選択と集中の観点から、より必
要な部分を検証し、集中投資していく必要があります。また、高齢化の進行
や環境保全の観点から、歩行者や自転車が安全快適に通行できる交通環
境の整備が必要です。

・老朽化が進んだ市内の多くの橋梁について、引き続き長寿命化に向けた
更新、維持補修などを行う必要があります。

・大地震により倒壊の恐れがある既存建築物などの耐震化を進める必要が
あります。さらに、老朽化した危険な空き家などから人命や地域住民の生活
環境などを守る対策が求められています。

・住宅に困窮している人に安定して住まいを提供するために、市営住宅など
の整備と適切な管理運営が必要です。

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

変更なし ・老朽化が進んだ市内の多くの道路・橋梁等について、長寿命化に向けた
更新、維持補修などを計画的に行う必要があります。

変更なし ・市営住宅全体の老朽化が進み、維持管理費が増えています。住宅に困
窮している人に安定して住まいを提供するために、市営住宅などの整備と
適切な管理運営が必要です。

新
計
画

変更なし ・市街地の無秩序な拡散を抑制し、都市機能の集積や充実を図り、利便性
の高いネットワーク＋多極・拠点集約型都市を形成するとともに、山林や農
地を保全した持続可能な都市づくりが必要です。

変更なし ・土砂災害や風水害、震災などの災害に備え、被害が致命的にならないよ
うにする「強さ」と、被害から迅速に回復できる「しなやかさ」を備えた都市づ
くりを進める必要があります。

・あらゆる関係者が協働し、流域全体で水害を軽減させる流域治水対
策に取り組む必要があります。

新
計
画

変更なし

現
行

・市の土地利用にあたっては、それぞれの地域特性を踏まえながら、利便
性が高く、永続的に住み続けることができる都市づくりを目指すとともに、地
域間格差が生じることがないように配慮しながら快適な都市づくりを進めるこ
とが必要です。

・市街地の無秩序な拡散を抑制し、都市機能の集積や充実を図り、利便性
の高い拠点集約型都市＊を形成するとともに、山林や農地を保全した持続
可能な都市づくりが必要です。

・商業系、工業系用途地域に集合住宅などの混在が進行しているため、用
途地域を見直すとともに、無秩序な開発を抑制し、良好な住環境を目指し
た土地利用の規制・誘導が必要です。

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 後期計画の掲載P⇒ 67 １表

現
行

人口減少、少子高齢化などの変化の中で、都市基盤の集約と安全・安心な住環境整備により、災害に強く、コンパクトなまちづくりを推進します。

・土砂災害や風水害、震災などの災害に備え、被害をできる限り少なくする
都市づくりを進める必要があります。

・浸水被害の軽減を図るため、地域ぐるみでの雨水貯留施設設置のさ
らなる促進を図る必要があります。
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後期計画の掲載P⇒ 67 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

政策企画課 ① ※別途「土地利用構想」にまとめる ① 国土利用計画の推
進

1 地域が持つ個性や資源を尊重した「国土利用計
画 第二次上田市計画」に基づき、都市、農村、
森林の各地域区分における秩序ある土地利用を
総合的かつ計画的に推進します。

68 政策企画課 【施策の必要性】
・人口減少・少子高齢化社会の進展、環境保全、防災対策、交通対策等の地
域課題への対応が求められる中で、社会経済情勢の変化や市民意識、地域
特性を踏まえながら、市土の総合的かつ計画的な利用がより一層求められ
る。市民が永続的に住み続けたいと思う都市づくりを目指し、引き続き関係部
局で将来を見据えた土地利用の検討が必要である。

【新たな視点】
・令和7年度に策定を予定している「国土利用計画 第三次上田市計画」につ
いては、「土地利用基本構想」として整理し、同時期策定予定の「第三次上田
市総合計画」に盛り込む予定。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

都市計画課 ② 「上田市都市計画マスタープラン」に示す将来都市構
造に合わせた拠点とエリアの形成を図るとともに、周辺
の環境と調和した土地利用を推進します。

② 都市計画マスタープ
ランの推進

1 「上田市都市計画マスタープラン」に基づき、将来
の都市構造に合わせた市街地の設定を行い、周
辺の環境と調和した土地利用を図ります。

68 都市計画課 都市機能及び居住誘導区域内への立地誘導を図りつつ、市街地の無秩序な
拡大を抑制するための都市計画制度の活用について検討する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

管理課 ③ 地籍調査を計画的に実施し、地籍図の整備を進める
ことにより、各種公共事業や災害復旧の迅速化など、
様々な行政活動での活用を図ります。

③ 地籍調査の推進 1 地籍調査を計画的に実施し、その結果について
は、各種公共事業のほか、地図情報システム
（GIS）や災害復旧の迅速化など、様々な行政活
動での活用を図ります。

68 管理課 ・地籍調査の推進により、地籍図の整備を図るとともに、公共事業や市民の土
地取引の円滑化、災害時の早期復旧に寄与する。
・地籍調査事業は補助率の高い事業となっているため、計画に沿って実施して
いく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

1 「上田市都市計画マスタープラン」及び「上田市
立地適正化計画」などに基づき、中心市街地や
各地域自治センターを中心とした拠点集約型都
市構造を推進し、住みやすい地域づくりを目指し
ます。

68 都市計画課 「上田市立地適正化計画」の見直し時に、新たに組み入れた「防災・減災対
策」について、取組を進める必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 歩いて暮らせる健幸都市＊づくりのため、各拠点
を公共交通などで連携したネットワークの充実を
図ります。

68 交通政策課 ・通し番号145・146・147・148の施策と同様

【課題】
・上田市地域公共交通計画策定後に、2024年問題の影響に伴い、バス事業
者は土日祝日のダイヤ縮小や最終便の繰上げなどの減便を余儀なくされてい
る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

都市計画課 ② 「上田都市計画道路整備プログラム」及び「上田市無
電柱化推進計画」に基づき、優先度の高い都市計画
道路の整備を進めます。

② 都市計画道路の整
備

1 「上田都市計画道路整備プログラム」及び「上田
市無電柱化推進計画」に基づき、優先度の高い
都市計画道路の整備を進めます。

68 都市計画課 「上田都市計画道路整備プログラム」及び「上田市無電柱化推進計画」に基づ
き、着手する計画とした路線を優先的に整備する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

都市計画課 ③ 「上田都市計画道路整備プログラム」及び「上田市無
電柱化推進計画」に基づき、優先度の高い都市計画
道路の整備を進めます。

③ 開発事業への適切
な指導

1 宅地開発や太陽光発電事業者に対し、各条例な
どに即した指導を行い、上田市立地適正化計画
に基づき、適切な居住エリアでの宅地開発を誘導
します。

68 都市計画課 上田市開発事業の規制に関する条例を改正し、施行後においての適切な居
住エリアでの宅地開発の誘導を引き続き図っていく必要がある。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

④ まちなかの滞在性や回遊性を高めるウォーカブルな環
境を整備し、居心地が良く歩きたくなるまちづくりを推
進します。

基本施策１ 計画
的な土地利用を
推進します

計画的な土地利用の推進

都市計画課
交通政策課

基本施策２ 拠点
集約型都市＊構
造による持続可能
な都市づくりを進
めます

ネットワーク＋多極・拠点集
約型都市構造による一体的
かつ持続可能な都市づくり
の推進

① 「上田市都市計画マスタープラン」及び「上田市立地
適正化計画」に基づき、中心市街地や各地域自治セ
ンターを中心とした拠点を公共交通機関などで連携し
たネットワークの形成を推進し、住みやすい地域づくり
を目指します。

① コンパクトなまちづくり
の推進

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性
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後期計画の掲載P⇒ 67 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

土木課 ① 激甚化・頻発化する大規模自然災害等から市民の生
命を守り、速やかな復旧復興に資する上田市国土強
靭化地域計画を推進します。

① 国土強靭化地域計
画の推進

1 大規模自然災害などに備えるため、「事前防災・
減災」と「迅速な復旧・復興」に資する施策を、ま
ちづくり政策や産業政策も含めた総合的な取組と
して計画的に実施し、強靭な地域づくりを推進しま
す。

69 土木課 ・近年の気候変動に伴い、激甚化・頻発化する大規模自然災害等から市民の
生命を守り、速やかな復旧復興に資するための施策を計画的に推進する必要
がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 道路の無電柱化を進め、災害時の電柱倒壊など
のリスクを低減し、ライフラインや緊急輸送路の確
保を図ります。

69 都市計画課 「上田都市計画道路整備プログラム」及び「上田市無電柱化推進計画」に基づ
き、着手する計画とした路線を優先的に整備する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 豪雨対策のため、市街地及び周辺住宅地を流下
する矢出沢川などの河川整備や、城下地区など
の内水対策を推進します。

69 土木課 ・市街地を流下する矢出沢川は、河川改修が難しいため調整池の整備などの
流域治水対策について県へ要望していくとともに、事業推進に協力していく。
・引き続き、御所沢調整池について、早期完成に向け、用地買収や工事等を
計画的に推進する必要がある。
・今後の水害対策では、河川・排水路の流路整備だけでは流下能力の確保が
困難であるため、洪水調整池、雨水貯留槽、浸透施設などの整備を積極的に
推進していく必要がある。
・また、ハード整備にも限界があるため、ソフト対策（監視カメラ等）の充実や、開
発行為等の許可条件の見直しも検討する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 令和元年東日本台風の被災を受け、千曲川の早
期整備に向けた取組を積極的に行い、安全確保
を図ります。

69 土木課 ・自然災害に備え、「信濃川水系緊急治水対策プロジェクト」及び「信濃川河川
整備計画」に基づく整備促進について、引き続き要望していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 土砂災害警戒区域などにおける砂防えん堤など
の災害防止対策を促進します。

69 土木課 ・激しさを増している自然災害に備え、防災・減災対策を治山事業とも連携し
ながら進める必要がある。
　土砂災害を防止し、保全対象区域の安全確保を図るためにも、整備が必要
である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

土木課 ③ 将来にわたり持続可能で安全・安心な道路環境を確
保するため、道路・橋梁などのインフラ長寿命化を推
進します。

③ 道路などの長寿命化
の推進

1 橋梁・トンネル・舗装などの各長寿命化修繕計画
に基づき、既存橋梁の架替・維持補修事業を進
めるとともに、トンネルや舗装の各施設の修繕事
業を進めます。

69 土木課 橋梁やトンネル等の道路施設に係る修繕費用の増大、働き方改革の推進に伴
う工事期間の長期化が大きな課題となる中、適切なメンテナンスサイクルの実
現に向け、計画的かつ効率的な予防保全型修繕を行い、安心で安全な道路
環境を確保することが必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

建築指導課 ④ - ④ 既存建築物などの耐
震化の促進

1 地震災害から市民の生命、財産を守るため、「上
田市耐震改修促進計画」に基づき、耐震性が確
保されていない既存建築物などの耐震化を進め
ます。

69 建築指導課 【施策の必要性】
令和６年能登半島地震の被害状況を踏まえ、古い木造住宅の耐震化に向け
た施策の継続が必要

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

基本施策３ 国土
強靭化に向け、災
害に強い都市基
盤整備を推進しま
す

大規模自然災害の被害が
致命的にならないようにする
「強さ」と、被害から迅速に
回復できる「しなやかさ」を備
えた都市基盤の整備

都市計画課
土木課

② 市民の安全・安心な暮らしを守るため、災害に強く、被
害から迅速に回復できるまちづくりの実現に向けた取
組みを推進します。

② 災害に強いまちづくり
の推進
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後期計画の掲載P⇒ 67 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 都市計画道路や幹線道路の整備に併せて、歩道
や自転車道の整備を推進します。

69 土木課
都市計画課

【土木課】
・次代を担う子供や高齢者の命を交通事故から守るため、安全・安心な道路
交通環境の整備が必要である。

【都市計画課】
「上田都市計画道路整備プログラム」・「実施計画」等に基づき、着手する計画
とした路線を優先的に整備する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 通学路などにおいて、用地取得が困難な箇所
は、グリーンベルト＊の整備を進めます。

69 土木課
都市計画課

次代を担う子供や高齢者の命を交通事故から守るため、安全・安心な道路交
通環境の整備が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

1 「上田市市営住宅等長寿命化計画」に基づき、
適切な管理運営を推進します。

69 住宅政策課 【施策の必要性】
・少子高齢化や人口減少及び世帯の細分化が進むなか、誰もが安定して住ま
いを確保できる環境整備が重要となっている。
【課題】
・地域的、社会的なニーズに対応した住宅の供給が課題である。
・安全・安心・快適に暮らせる住環境整備が課題である。
【新たな視点】
・市営住宅等の管理運営の効率化、公平で適正な入居及び住宅困窮者の居
住の安定の確保など、地域的、社会的なニーズに応じた適切な運営を推進し
ていく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 市営住宅などの計画的改善や経常的な修繕を
実施し、施設の長寿命化を推進します。

69 住宅政策課 【施策の必要性】
・耐用年数に達していない鉄筋コンクリート造の建物は、今後も主要な住宅とし
て活用していく方針であり、耐久性の向上を図る改善事業や予防保全的な維
持管理を実施し、施設の長寿命化を図り、同時に管理コストの縮減を進めてい
くことが重要となっている。
【課題】
・建物構造別の耐用年数から鑑みて、今後も長期的に維持管理を図るべき市
営住宅については、長寿命化を目的とした改修工事を継続して計画的に実施
することが課題である。
・市営住宅建物全体で老朽化が進む状況下で、修繕費をはじめ管理コストが
増えていることが課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 地域的、社会的ニーズに応じた市営住宅などの
整備と安定した供給を図り、住宅困窮者を支える
住まいづくりを推進します。

69 住宅政策課 【施策の必要性】
・老朽化している市営住宅を建替えることにより、住宅に困窮している低額所得
者に安全・安心な住まいを提供するとともに、今後増加していく高齢者単身世
帯の需要に対応する住環境の整備は重要である。
・市営住宅は、住宅に困窮している低額所得者の住宅セーフティネットとしての
受け皿となる必要がある。
【課題】
・高齢者、障がい者、子育て世帯等に対応した住宅整備を行っていくことが課
題である。
・住宅に困窮している低額所得者のニーズに即した、入居しやすい環境づくりが
必要である。
【新たな視点】
・市営住宅の建替えや、既存の市営住宅ストック活用の他、現在、国が進めて
いる民間住宅を活用した「新たな住宅セーフティネット制度」についても、動向
を注視していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

安全で快適な歩行
空間の整備

住宅政策課 基本施策５ 安全・
安心な住環境整
備などを推進しま
す

安全・安心な住環境整備を
推進

① 「上田市市営住宅等長寿命化計画」に基づき、市営
住宅の適切な管理運営に努めるとともに、計画的な修
繕や整備等を行い、住宅に困窮する世帯を支える安
定した住まいづくりに取り組みます。

① 安定した居住ができ
る公営住宅の整備と
適切な管理運営

土木課
都市計画課

基本施策４ 安全
で快適な交通環
境の整備を推進し
ます

 安全で快適な交通環境の
整備

① 自転車道や歩行空間の整備を推進し、交通弱者が安
全で安心して通行できる交通環境の確保に取り組み
ます。

①
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後期計画の掲載P⇒ 67 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 「空家等対策の推進に関する特別措置法」や「上
田市空家等対策計画」に基づき、市内に点在す
る老朽化した危険な空き家などの対策を推進しま
す。

69 住宅政策課 【施策の必要性】
・平成27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行。近年増
加の一途をたどる空家等が地域住民の生活環境にもたらす深刻な影響を背
景に、空家等対策を強化することを目的とした「空家等対策の推進に関する特
別措置法の一部を改正する法律」が令和5年6月14日に公布され、同年12月
13日施行となった。

【課題】
・現行の「上田市空家等対策計画」が令和7年度末に改定予定であることか
ら、国が実施した「令和5年住宅・土地統計調査」及び令和6年度から7年度に
実施する空家等実態調査から正確な空家の現状把握を行う。

【新たな視点】
・他の自治体の空家対策を注視しながら、参考とすべき取り組みについて、導
入することが可能か検討を行う。

・空家対策総合支援事業など、国の財政支援措置を活用することにより、財政
負担の軽減を図る。

・国は、管理不全空家等及び特定空家等について、法の一部改正により、固
定資産税の住宅用地特例の解除を行うことにより、空き家所有者への適正管
理を促すことを定めたが、この制度を今後の空家対策に活用していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 人命や地域住民の生活環境に深刻な影響を及
ぼす恐れがある老朽化した危険な空き家などの
所有者に対し、適正な維持管理に努めるよう、助
言・指導や情報発信などを行います。

69 住宅政策課 【施策の必要性】
・平成27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」が施行。近年増
加の一途をたどる空家等が地域住民の生活環境にもたらす深刻な影響を背
景に、空家等対策を強化することを目的とした「空家等対策の推進に関する特
別措置法の一部を改正する法律」が令和5年6月14日に公布され、同年12月
13日施行となった。

【課題】
・現行の「上田市空家等対策計画」が令和7年度末で改定時期を迎えるため、
国が実施した「令和5年住宅・土地統計調査」及び令和6年度から7年度に実
施する空家等実態調査から正確な現状把握をしたうえで改定する。

【新たな視点】
・他の自治体の空家対策を注視しながら、参考とすべき取り組みについて、導
入することが可能か検討を行う。

・空家対策総合支援事業など、国の財政支援措置を活用することにより、財政
負担の軽減を図る。

・国は、管理不全空家等及び特定空家等について、法の一部改正により、固
定資産税の住宅用地特例の解除を行うことにより、空き家所有者への適正管
理を促すことを定めたが、この制度を今後の空家対策に活用していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

② 「空家等対策の推進に関する特別措置法」や「上田市
空家等対策計画」に基づき、老朽化した危険空家対
策を推進し、安全・安心な住環境づくりに取り組みま
す。

② 老朽化した危険な空
き家などの適正管理

住宅政策課
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後期計画の掲載P⇒ 67 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○

〇 ○　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

国土利用計画 第二次上田市計画 、上田市都市計画マスタープラン、上田市立地適正化計画、上田市空家等対策計画 国土利用計画 第二次上田市計画 、上田市都市計画マスタープラン、上田市立地適正化計画、上田市国土強靭化
地域計画、上田市市営住宅等長寿命化計画 、上田市空家等対策計画

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-3 安全・安心に暮らせる環境の整備 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

国道144号上野バイパス、主要地方道別所丸子線鈴子バイパス、主要地方道長野上田線・上田丸子線（北天神町古吉町線）、主要地方道小諸上田線(町吉田 ～中吉田)
市道踏入大屋線、市道下吉田久保林線(国道18号上田 BP関連)、市道上田橋下堀線、中野小泉線バイパス、市道富士山運動公園線ほか、上田橋中島線、市道金井線、市道箱畳線、市道原野地２号線、市道大松１号線、インフラ長寿命化修繕事
業、市営住宅建替え事業、空家等対策推進事業、シェアサイクル活用推進事業、天神町新屋線無電柱化事業
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

2-2-4 緑豊かな魅力ある都市環境の創出 後期計画の掲載P⇒ 71 １表

現
行

景観に関する市民意識の高揚と地域の個性を生かした良好な景観形成を図ります。また、地域のニーズや特性を生かした魅力ある公園や広場の整備を進めます。

・市街地近郊の斜面樹林は、生活環境の変化により手入れがされなくなっ
たため、荒廃が進み、良質な緑が年々減少しています。自然環境、景観の
保全及び土砂災害防止などの面から、継続的な保全対策が必要となって
います。

・老木化した街路樹は、倒木の危険や歩道の根上り、街灯・標識の視
認性の低下、病害虫の発生など、安全や景観、維持管理面で様々な
支障となっています。

新
計
画

変更なし 変更なし 変更なし ・市街地近郊の斜面樹林は、生活環境の変化により手入れが行き届かなく
なり、荒廃が進み、良質な緑が年々減少しています。自然環境、景観の保
全及び土砂災害防止などの面から、継続的な保全対策が必要となってい
ます。

変更なし

新
計
画

変更なし

現
行

・各地域の特色を生かした新たな景観を創出し、美しく魅力あるまちづくりを
進め、次世代に引き継いでいくことが必要です。

・緑の多面的な機能を生かした快適な都市環境を形成していくために、身
近な緑を増やす取組をはじめ、魅力ある公園や憩いの場を創出していくこと
が求められています。

・少子高齢化が急速に進む社会情勢の中、地域ニーズに合った特色ある
公園緑地の整備を推進する必要があります。また、老朽化が進行している
遊具、あずまや、トイレなどの公園施設について、利用者への安全対策が課
題となっています。

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

都市計
画課

景観づくり協定及び景観づくり市
民団体の認定件数

11件
（令和元年度）

14件 10件

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

地域ニーズに応えた魅力ある公園、憩いの場として公園整備を図る。

B：継続 56箇所

変更

追加
C：停滞

各団体とも高齢化が進み、活動の継続が困難になってきている。
新型コロナウイルスの影響もあり、地域活動の継続性が失われている。

C：縮小 8件
10件

（令和5年度）
※変更なし

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

56箇所
（令和5年度）

※変更なし

変更

追加

都市計
画課

都市公園数
55箇所

（平成30年度）
56箇所 56箇所 A：順調

追加

都市計
画課

公園・緑地の整備に対する市民
満足度

36.5％
（市民アンケート）

50%
（市民アンケート）

34.8%
（令和６年度）

（市民アンケート）

老朽化する都市公園施設の計画的な改築・更新を行いコスト低減及び安全安心に利用できる公
園環境を図る。

B：継続 45箇所
14箇所

（令和5年度）
※変更なし

変更
都市計
画課

公園施設を改築・更新する都市
公園数

22箇所
（令和元年度）

35箇所 14箇所 B：概ね順調

変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加
C：停滞

多様化する市民ニーズを把握して、インクルーシブ遊具（体に障がいがあ
る子も、ない子も一緒になって遊ぶことができる遊具）をはじめ、グリーンイ
ンフラやウォーカブル的な観点等も取り入れた整備を図る。 B：継続

50%
（市民アンケート）

34.8%
（令和６年度）

（市民アンケート）
※変更なし

内容

都市計
画課

事業者

・景観形成基準を遵守し、緑地の創出に努めるなど、良好な景観形成に取り組みま
す。
・秩序ある屋外広告物を掲出します。

同上

変更な
し

変更なし

⇒

新計画の記載内容 主体①

都市計
画課

市民

・公園整備にあたり、計画段階のワークショップなどに参加します。
・景観に対する意識を高めます。
・公園、街路樹、緑地の維持保全活動に参加します。
・花と緑あふれるまちづくりに参加します。

概ね各主体が期待される役割を果たしている。

変更な
し

変更なし

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

変更なし
都市計
画課

行政

・景観への意識啓発や、景観向上に向けた取組への支援などを行います。
・魅力ある公園緑地を整備します。
・秩序ある屋外広告物の誘導を行います。

同上

変更な
し

主体②

内容
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後期計画の掲載P⇒ 71 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 優れた景観形成に寄与している個人又は団体へ
の表彰や、景観ウォッチングなどの実施を通し、市
民の景観意識の高揚を図ります。

72 都市計画課 魅力ある景観を備えたまちづくりを市民協働で進めるため、引き続き景観への
意識を高める必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 小中学校などの学校教育のほか、市民や事業者
を対象とした生涯学習＊や景観に関する講演
会、シンポジウムの開催を通し、多様な世代にお
ける景観学習を推進します。

72 都市計画課 景観まちづくりへの関心を高めていくには、小中学生や若い世代に対する啓発
活動が重要であり、教育機関との連携が課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 「上田市景観条例」に基づく「景観づくり協定」など
の自主的なルールづくりや、その運用を支援し、
地域主導の景観まちづくりの取組を推進します。

72 都市計画課 熱心な取り組みを継続する団体がいる一方で、高齢化や世代交代が進み、活
動の継続が難しくなっている団体も出てきている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 景観づくり市民団体など、良好な景観形成に資す
る市民の様々な活動に対し、景観アドバイザーの
派遣や生垣の設置助成など住環境の景観向上
を図ります。

72 都市計画課 景観アドバイザーのより有効な活用方法も検討していく必要がある。 A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 「信州ふるさとの道ふれあい事業（アダプトシステ
ム）」に対する支援を進め、道路愛護意識の高
揚、道路景観の向上及び地域住民の交流促進を
図ります。

72 都市計画課 協定団体の要望を的確に把握したうえで有用な支援を行うことが求められる。
各団体とも協定締結時のメンバーの高齢化が進んでおり、活動継続が難しく
なってきている団体がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 歴史的な街並みの保全につながる住宅などの修
理修景に対し、指導、助言のほか、支援などを検
討し、市民による景観づくりを推進します。

72 都市計画課 事業を実際に進めていく中で、補助の継続の必要性について把握していく。 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 良好な自然環境や歴史的景観を有している地区
など、対象地区の住民などと協議を重ねて将来
像を共有した上で、「景観形成重点地区」の指定
を目指します。

72 都市計画課 重点地区の指定には、市民へ景観に対する理解をより一層深めていくことが必
要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 歴史的景観を維持するため、保存活用すべき文
化財などを整理し、計画的に歴史的な街並みの
維持向上を図ります。

72 都市計画課 10年間という計画期間中、庁内の連携体制を維持しさらに充実させていくこと
が必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 「上田市景観デザインガイドライン」を活用し、良好
な景観の形成を推進します。

72 都市計画課 ガイドラインの新たな活用方法の研究も必要と思われる。 B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

2-2-4 緑豊かな魅力ある都市環境の創出 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

景観に関する意識啓
発

都市計画課 ② 道路の美化活動等への支援、協働など様々な形で、
市民による景観づくりの促進に取り組みます。

② 市民による景観づくり
の促進

都市計画課 基本施策１ 地域
の個性を生かした
良好な景観形成
を促進します

地域の個性を生かした良好
な景観形成の促進

① イベントの実施や学習機会の提供など様々な方法に
より、多様な世代に対して景観に関する意識啓発を図
ります。

①

都市計画課 ③ 景観計画に沿って良好な景観形成の取り組みを充実
させていきます。
歴史的な景観維持のため、「上田市歴史的風致維持
向上計画」を推進していきます。

③ 景観計画の充実
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後期計画の掲載P⇒ 71 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-4 緑豊かな魅力ある都市環境の創出 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 「長野県屋外広告物条例」を運用し、良好な景観
形成に資する方針に基づき、屋外広告物の適切
な誘導を行います。

72 都市計画課 屋外広告物に関する諸課題は、必要に応じて景観審議会に諮りながら、規制
強化の重要性を研究していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 秩序ある屋外広告物の掲出の誘導を図るため、
「上田市屋外広告物条例」の制定を目指します。

72 都市計画課 現行の長野県条例運用でも一定の効果、成果があると判断される中、新たに
制定するにあたっては、そのメリットとコストを比較衡量するなど、様々な視点か
ら検証することが課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

1 「上田市緑の基本計画」に基づき、市民、事業者
との役割分担・連携のもとで、公共施設や民有地
の都市緑化を推進します。

72 都市計画課 公募設置管理制度（Park-PFI）を導入し民間活力による公園整備を図る。
花苗の単価が年々上昇しており、予算の確保が困難になってきている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 市街地近郊の貴重な斜面樹林について、市民協
働で保全を図ります。

72 都市計画課 関係者の世代交代が進んでおり、保全活動の意義や役割を再確認する必要
が出てきている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 街路樹の緑化機能を保全しながら都市緑化の充
実を図ります。

72 都市計画課 持続可能な社会の構築とまちなかの魅力醸成に資するグリーンインフラの取り
組みを推進する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 まちなかに地域住民が主体となった、花と緑あふ
れる環境整備を推進します。

72 都市計画課 商店街に設置したプランターの老朽化が進んでおり、更新が必要となってきて
いる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 多数の利用者がある都市公園のバリアフリー化と
子育て中の親子が安心して遊べる身近な公園な
ど、多様な市民のニーズに対応した安全で魅力あ
る公園の整備を進めます。

72 都市計画課 老朽化する公園施設において利用者の安全安心の確保や公園施設のコスト
削減のため公園施設長寿命化事業を推進する。
子育てしやすい環境整備を図るため既存公園を活かした公園整備を推進す
る。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 「上田市公園施設長寿命化計画」に基づき、老
朽化が進行している公園施設の計画的な改築・
更新を進めます。

72 都市計画課 老朽化した都市公園施設の計画的な改築・更新を行ないコスト低減及び安全
安心に利用できる公園環境を図る。
令和7年度に整備計画（５カ年）が終了することから引き続き国の支援を得るた
め整備計画を作成し、また現在遊具を中心とした改築・更新を進めてきている
が遊具以外の施設の改築・更新も進めるよう計画の見直しも行う。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

都市計画課 基本施策２ 秩序
ある屋外広告物
の掲出に向けた誘
導を図ります

秩序ある屋外広告物の掲
出に向けた誘導

① 「長野県屋外広告物条例」を運用し、屋外広告物の
適切な誘導を行いながら、「上田市屋外広告物条例」
の制定を目指します。

① 屋外広告物条例の
制定

都市緑化の推進

都市計画課 ② 多数の利用者がある都市公園のバリアフリー化と子育
て中の親子が安心して遊べる身近な公園など、多様
な市民のニーズに対応した安全で魅力ある公園の整
備を進めながら、「上田市公園施設長寿命化計画」に
基づき、老朽化が進行している公園施設の計画的な
改築・更新を進めます。

② 安全で良好な公園
緑地の整備

都市計画課 基本施策３ 公園
緑地の整備を推
進します

公園緑地の整備の推進 ① 「上田市緑の基本計画」及び長野県の「信州まちなか
グリーンインフラ推進計画」に基づき、都市緑化をはじ
めグリーンインフラを推進します。

①
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後期計画の掲載P⇒ 71 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-4 緑豊かな魅力ある都市環境の創出 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

都市景観賞、景観ウォッチング、景観づくり協定、柳町景観形成事業、公園施設長寿命化事業、子育て支援身近な公園整備事業

上田市緑の基本計画、上田市景観計画 上田市緑の基本計画、上田市景観計画、上田市歴史的風致維持向上計画

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

主体②

内容

市民

内容

経営管
理課

上水道
課

下水道
課

行政

・上下水道事業の効率的な運営を図り、持続可能な事業経営を目指します。
・上下水道技術の継承や、災害発生時の応急活動体制の整備などを図ります。

【経営管理課】・技術を継承するために有益な外部研修の受講を奨励した。
・財政的な裏付けを伴う投資計画である事業計画を毎年見直している。
・令和2年度策定の経営戦略（計画期間10年間）について、令和6年度に中間改定を予定している。
【上水道課】
・持続化可能な水道事業の運営を目指し、基盤強化（水道施設の整備、水道技術の継承、災害時における
体制）を図る必要が上げられるが、現在基盤強化の一つの方策として、水道事業の広域化の検討を行ってい
る。

変更な
し

・上下水道事業の効果的な運営を図り、持続可能な事業経営を目指しま
す。
・安全安心な水を安定的に供給できるよう水道施設の耐震化を進めます。
・下水道事業計画及びストックマネジメント計画に基づき定期的に施設の点
検調査を実施します。
・災害発生時の応急活動体制の整備などを図ります。

・上下水道事業への理解を深
め、水道料金や下水道使用料
を納付期限内に納付します。

⇒

新計画の記載内容 主体①

サービス
課

上水道
課

下水道
課

事業者

・料金徴収業務など受託事業者は、滞納を未然に防ぐ対策と滞納整理を徹底しま
す。
・災害応援協定に基づく事業者は、災害時の復旧活動を積極的に支援します。

【サービス課】・料金収納業務など受託事業者
（現状・進捗）安定した料金収納のための料金徴収業務及び、滞納を防ぐための催告、給水停止等の滞納整
理を実施している。
（達成状況）収納率は水道99.56％、下水道99.45％、計99.50％を達成。
【上水道課】・災害応援協定に基づき、災害復旧活動を支援した。
【下水道課】・復旧を要する災害は未発生だが、定期的に非常時の支援などについて事業者と協議を行って
いる。

変更な
し

・料金徴収業務など受託事業者は、滞納を未然に防ぐ対策と滞納整理を
徹底します。
・事業者は点検調査結果に基づく改築工事を実施します。
・災害応援協定に基づく事業者は、災害時の復旧活動を積極的に支援しま
す。

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況 変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加

追加

変更

追加

下水道
課

下水道処理場耐震化率
71％

（令和元年度）
84% 79% B：概ね順調

変更

追加
D：下降

令和5年度にプロポーザル方式による有収率向上対策業務委託を発注して調査を行っている。
全体の有収率は下がっているが、調査を行った丸子・武石地域は有収率が向上しているため、引
き続き上田・真田地域の調査を行っていく。 B：継続 90%

83.36％
（令和5年度）

90%

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

79％
（令和5年度）

91%

変更

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

上水道
課

上水道有収率
84％

（令和元年度）
90% 83.36%

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

【指標内容の妥当性】
・災害発生時においても下水道は重要なインフラであり処理機能が維持されることが必要であり、
東日本大震災クラスの地震動にも耐えられる構造が求められる。
【課題】
・設備の更新計画や耐水化対策等の関連計画と整合を図る必要がある。
【新たな視点】
・既存施設の耐震補強が困難な施設もあり、新たな施設の建設計画を策定する必要がある。

B：継続 94%

現
行

・大規模地震が頻発する昨今において、耐震対策が未実施の下水道施設
について、早急に耐震診断を行い、緊急度・影響度に応じた取組が必要と
なっています。

・下水道施設から発生する汚泥や消化ガスなどの有効利用を継続し、環境
負荷の少ない施設の運転管理を行っていく必要があります。

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

・大規模地震が頻発する昨今において、耐震対策が未実施の下水道施設
について耐震診断を行い、緊急度・影響度に応じた取組が必要となってい
ます。

※変更なし

新
計
画

・人口減少等に伴う料金収入の減少や上下水道施設の老朽化・耐震化対
策への費用の増加が見込まれるため、適正な料金による収支バランスのと
れた、持続可能な健全経営を行う必要があります。

・上下水道施設の更新などに際しては、中期的な財政推計と「上田市水道
ビジョン」、「上田市下水道ビジョン」及び「ストックマネジメント計画や総合地
震対策計画」などを踏まえて事業を推進していく必要があります。

・熟練者の退職などにより技術力の確保が課題となる中で、事業運営に必
要な専門的知識を持った人材を育成し、技術をしっかりと継承する必要が
あります。

※変更なし ※変更なし

新
計
画

安全で安定的な水の供給と健全な水循環を実現し、災害に強い強靭な上下水道を整備するとともに、人口減少を踏まえた効率的で持続可能な上下水道事業の経営に取り組みます。

現
行

・給水人口の減少や大口需要の低迷及び節水機器の普及などにより、料
金収入が減少する一方で、上下水道施設の更新・修繕による投資額の増
加が見込まれることから、適正な料金による収支バランスのとれた健全な
事業経営を行う必要があります。

・上下水道施設の更新などに際しては、中期的な財政推計と「上田市水道
ビジョン」、「上田市下水道ビジョン」及び「長寿命化計画」などを踏まえて事
業を推進していく必要があります。

・熟練者の退職などで、技術力の確保が難しくなってきており、上下水道技
術者の育成及び技術の継承が課題となっています。

2-2-5 安定した経営による上水道・下水道事業の継続 後期計画の掲載P⇒ 73 １表

現
行

上下水道事業の効率的な運営を図り、持続可能な事業経営を行います。また、上下水道技術を継承し、災害発生時の応急活動体制を整え、今後も安定した上下水道サービスの提供に努めます。

・大規模地震災害などに備え、緊急時の生活用水の確保や防災拠点、二
次救急に対応する医療機関への給水が可能となるよう、水道施設の耐震
化を進めるとともに、災害時の応急活動体制の整備など、ソフト面での対応
も必要です。

・水道原水中の病原生物や汚染物質に対する水質監視の強化、ま
た、昨今の突発的な豪雨や渇水などに対応した安定的な水道水源の
保全が必要です。
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後期計画の掲載P⇒ 73 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

サービス課 ① 上下水道事業の効率的な経営や民間との連携によ
り、経費の節減に努めるとともに、収納率の向上を図
り、収入を確保します。

① 事業の効率化と民間
との連携

1 上下水道事業の効率的な経営や民間との連携に
より、経費の節減に努めるとともに、収納率の向上
を図り、収入を確保します。

74 サービス課 【施策の必要性】
・人口減少や節水意識の高まりなどにより、料金収入への影響が懸念される
中、効率的で安定した経営を維持するため、民間事業者との連携により収納
率向上を図り、経費節減に繋げる。
【課題】
・委託業者による滞納者への催告、給水停止等の滞納整理業務の指導監督
の強化。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

経営管理課 ② 上田市水道ビジョン、上田市下水道ビジョンや経営戦
略に基づいて事業を運営するとともに、適正な維持管
理に必要な財源が確保できるよう、適正な料金設定
を行います。

② 財政推計を踏まえた
計画的な事業運営
の推進

1 上田市水道ビジョン、上田市下水道ビジョンや経
営戦略に基づいて事業を運営するとともに、支出
に見合った収入を確保できるよう、適正な料金設
定を行います。

74 経営管理課 ・水道事業においては、人口減少における料金収入の減少や老朽化施設の更
新費用の増加、職員の大量退職と少子化による担い手不足、多発する大規
模災害への対応など経営環境の悪化が見込まれている。これらの課題に対
し、将来にわたり安全安心な水道水を安定的に供給するため、水道事業の基
盤強化を図る必要があり、そのための方策の一つとして、上田長野地域におけ
る水道事業広域化の検討を進める必要がある。

・下水道事業では、処理区域内人口の減少により、使用料収入は今後も減少
が見込まれている。汚水処理を持続するための処理施設の維持管理や耐震
化、企業債償還等を継続しながら、管渠等の老朽化に伴う更新を進めていく
必要がある。このため、農業集落排水事業も含めた下水道事業の経営の更な
る効率化等による健全経営の持続を進める必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

基本施策１ 健全
経営による持続可
能な事業運営を
推進します

健全経営による持続可能な
事業運営の推進

2-2-5 安定した経営による上水道・下水道事業の継続 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性
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後期計画の掲載P⇒ 73 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-5 安定した経営による上水道・下水道事業の継続 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

経営管理課 ① 熟練職員による技術指導により、これまで蓄積されて
きた技術をしっかり継承するとともに、外部研修などの
受講を奨励し、人材の育成を図ります。

① 上下水道技術の継
承

1 熟練職員から若手職員への技術指導により、技
術継承を確実に行うとともに、職員の資格取得や
外部研修などの受講を奨励し、人材の育成を図り
ます。

74 経営管理課 ・持続可能な事業運営に影響が出ないよう、熟練職員の在籍中に若手職員
へ技術を継承し、人材を育成する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 各種の災害に備え、危機管理マニュアルを適時
に点検するとともに、災害対応訓練を定期的に実
施し、職員の危機管理対応能力の向上を図りま
す。

74 上水道課 ・免許制度の改定により、局内でも準中型である給水車の運転が出来る職員
が減少してきている（令和5年度87.5％→令和6年度84.9％）。今後、免許取
得のため補助等を検討することが課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 大規模地震の発生時などに備えて、基幹施設や
主要管路の耐震化事業を引き続き進めます。

74 上水道課
下水道課
浄水管理セン
ター

【上水道課】
・医療機関における水道水の重要性が求められていることから、今後も引き続
き耐震化を含めた管路更新を図っていきたい。しかし、近年水道工事における
経費の割りまわし、資材等の高騰から思うように整備が進まない状況である。

【下水道課】
【施策の必要性】
　近年、大規模な地震が発生しており、上田市を含む南関東地域ではＭ7クラ
スの地震が発生する確率は30年間で70％と言われており、下水道施設の総
合的な地震対策は喫緊の課題である。その対策として耐震化事業を実施する
ことにより住民の安全、安心を確保する。
【課題】
・策定済みの総合地震対策計画は、上田市全体の施設の一部が対象である
ことから、今後継続して事業を実施するためには交付金を含めた財源の確保
が必要となる。
・施設によっては耐震補強に多額の費用が必要となることから、実施の有無に
おいては施設の耐用年数等含めた総合的な判断が必要となる。
【新たな視点】
・B-DASH事業など、新技術を視野に入れながら効率的な工事を実施する。

【浄水管理センター】
【施策の必要性】
・日本各地で地震災害が発生しており、老朽化した水道施設の耐震化及び更
新が急務となっている。
【課題】
・給水需要が減少しており施設更新の財源確保が厳しい状況である。
【新たな視点】
・施設の重要度、優先順位等を十分考慮し、施設のダウンサイジングが可能か
検討することも必要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 BCP＊を策定し、大規模災害発生時における上
下水道施設の早期復旧を図ります。また、市内関
係事業者や関係機関との災害時における協力体
制を充実します。

74 下水道課 【施策の必要性】
・下水道BCPは、下水道施設が市民生活にとっての重要なライフラインであり、
災害時にその機能を早期に維持・回復することが必要不可欠であることから、
定期的に改定を実施する。
・「長野県生活排水事業における災害時応援に関するルール」に基づき、上小
ブロック代表市として構成市町村と連携を密にしながら、現状及び今後の協議
を実施する。また、上田市と関係事業者との災害時における協力体制を協議
する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

③ 大規模地震の発生時などに備えて、処理場や主要管
路の耐震化事業を進めると共に下水道BCPに基づく
災害対応訓練を定期的に実施します。

基本施策２ 上下
水道技術の継承
と危機管理体制
の充実を図ります

上下水道技術の継承と危
機管理体制の充実

上水道課
下水道課
浄水管理セ
ンター

② 各種災害に備え、上水道の基幹施設や主要管路の
多淫化を図るとともに、危機管理マニュアルの適時点
検、災害対応訓練を定期的に実施し、職員の危機管
理対応能力の向上を目指します。

② 危機管理体制の充
実
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後期計画の掲載P⇒ 73 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-5 安定した経営による上水道・下水道事業の継続 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 水質監視体制の強化など、浄水施設の適正な維
持管理に努めます。

74 浄水管理セン
ター

【施策の必要性】
・安全で安心な浄水を供給するため、24時間監視できる監視システムとこれに
連携した機器が必要となっている。
【課題】
・水質計器は高価な製品であるため更新費用の負担が大きい。
【新たな視点】
・水質監視に悪影響のない範囲で機器の種別により更新サイクルの期間延長
を検討し更新費用を抑制できないか検討する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 上水道事業・簡易水道事業の統合や給水区域の
見直し、各給水区域からのバックアップ体制を含
めた上田市水道ビジョンに基づき、水源及び給配
水施設の整備、老朽施設の更新を計画的に進め
ます。

74 上水道課 ・管路更新率を上げていくには、近年の電気代の高騰をはじめ、物価上昇によ
り、現在の予算規模では7、800年に1度の更新ペースとなっていることから、管
路整備の予算確保が重要課題となっている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

② 給水区域の見直し、各給水区域からのバックアップ体
制を含めた上田市水道ビジョンに基づき、水源及び給
配水施設の整備、老朽施設の更新を計画的に進めま
す。

1 人口減少や節水型社会への移行に伴い、汚水量
が減少し、処理能力に余裕が生じていることから、
農業集落排水と公共下水道又は農業集落排水
同士を統合し、処理能力の活用を図ります。

74 下水道課 【施策の必要性】
・上田市では24地区（23処理場）の農業集落排水地区があり、早期に建設し
た処理場は28年を経過し設備劣化が著しく、緊急的な修繕の増加に伴う負担
増が危惧される。その対策として、処理場設備の更新費用と公共下水道への
接続費用を比較し、接続費用が安価である場合は公共下水道への統合によ
り、今後の経費増の低減を図る必要がある。
【課題】
・平成3年から平成16年にかけて集中的に農業集落排水の整備を行ったた
め、処理場設備の劣化も同時期に集中することが予想され、急激な経費増が
懸念される。また、統合には地元の同意を得ることが前提となり、その調整が難
航する場合が想定される。
【新たな視点】
・受入れ先となる地元に対し、納得できるような提案が出来るような検討を引き
続き行い、必要性などを再度求めていく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 統合が困難な農業集落排水施設については、長
寿命化計画を策定し、適切な施設管理を行いま
す。

74 下水道課 【施策の必要性】
・統合が困難な農業集落排水施設については、今後も健全稼働を維持するた
め、施設の劣化状況や経営状況も考慮した最適化構想（長寿命化計画）に基
づいた効率的な更新が必要となる。
【課題】
・近年、財源となる国庫補助（農水省）の内示が十分ではないため、新たな財
源として地方創生汚水処理施設整備推進交付金の採択を受け実施を行って
いるが、今後の採択は困難であり、財源の確保が課題となっている。
【新たな視点】
・引き続き、最適化構想（長寿命化計画）に沿った機能強化工事を実施しなが
ら、関係機関との情報共有を密に行い、新たな財源確保に努める。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 地球温暖化防止と省エネルギー対策のため、汚
泥処理過程で発生する消化ガスの有効利用や、
汚泥の再資源化など、下水道資源の利活用を継
続して進めます。

74 下水道課 【施策の必要性】
・下水道処理場の汚泥のエネルギーポテンシャルは高く、汚泥処理過程で発
生する消化ガスを焼却炉への活用することは、地球温暖化防止や省エネル
ギーへの有効な取り組みである。
【課題】
・消化ガスを精製する設備が特殊なため、その保守費用や維持に係る費用が
高く、下水道資源としての有効活用とコストについて検証する必要がある。
【新たな視点】
・消化ガスを精製する消化タンクの更新には消化タンクの増設が必要となり、拡
充される消化ガスにより発電を行い、施設内の電力（散気装置等）への活用に
ついて検討する。
・老朽化が懸念される焼却設備について、焼却炉して更新するか肥料化も見
据えて別の設備にするか消化ガスの有効利用も含めた総合的な汚泥処理計
画として検討する。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒

下水道課 基本施策４ 良好
な生活環境と河
川などの水質を保
全します

良好な生活環境と河川など
の水質の保全

① 人口減少や節水型社会への移行に伴い、汚水量が
減少し、処理能力に余裕が生じていることから、農業
集落排水と公共下水道又は農業集落排水同士を統
合し、処理能力の活用を図ります。
また、下水道事業計画及びストックマネジメント計画に
基づき定期的に施設の点検調査を実施し、適切な維
持管理を実施します。

①

① 安全・安心な水供給
の確保

下水道施設の適切
な維持管理と更新

浄水管理セ
ンター
上水道課

基本施策３ きれ
いで安全な水を供
給する上水道事
業をより一層推進
します

安全・安心な水を供給する上
水道事業の推進

① 水質監視体制の強化など、浄水施設の適正な維持
管理に努めます。
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後期計画の掲載P⇒ 73 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】　目標1　貧困をなくそう

上田市上下水道事業経営戦略 （改訂版）、上田市水道ビジョン、上田市下水道ビジョン、上田市「水循環・資源循環のみち2015」構
想

上田市上下水道事業経営戦略 （改訂版）、上田市水道ビジョン、上田市下水道ビジョン、上田市「水循環・資源循環
のみち2022」構想、上田市公共下水道ストックマネジメント計画

目標 内容

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-5 安定した経営による上水道・下水道事業の継続 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

・料金徴収業務委託
・社会資本整備総合交付金事業
・公共下水道処理場更新事業
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

○

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

2-2-6 犯罪や交通事故のないまちづくりと消費者被害防止の推進 後期計画の掲載P⇒ 75 １表

現
行

関係機関・団体と情報を共有し、広報啓発活動などを行い、地域の安全意識の高揚を図り、犯罪や交通事故のないまちづくりを推進します。また、新たな犯罪手口が出現し巧妙化する特殊詐欺被害防止
に取り組み、安全な消費生活の実現に努めます。

・交通事故でのシートベルト非着用者の致死率が高いことから、全席シート
ベルト着用を図るほか、交通事故防止のための安全装置の搭載を推進す
る必要があります。

新
計
画

※変更なし ・複雑・巧妙化する特殊詐欺や悪質商法から市民を守るため、警察など関
係機関・団体と情報共有を図りながら、タイムリーな情報提供、地域を挙げ
た継続的な啓発活動が必要です。

・交通事故を防止するため、警察など関係機関・団体との情報共有を図り
ながら、タイムリーな情報提供を行い、運転者、歩行者ともに交通安全意識
の高揚を図る必要があります。

・シートベルト非着用者の交通事故での致死率が高いことから、全席での
シートベルト着用のほか、交通事故防止のための安全装置の搭載を推進す
る必要があります。

新
計
画

関係機関・団体と情報を共有し、広報啓発活動などを行い、地域の安全意識の高揚を図り、犯罪や交通事故のないまちづくりを推進します。また、複雑・巧妙化する特殊詐欺被害防止に取り組み、安全な消費生活の実現に努め
ます。

現
行

・誰もが住み良い、安全・安心なまちをつくるために、各地区・自治会ごとの
防犯活動の強化とともに、防犯指導員活動の活性化を図る必要がありま
す。

・新たな手口や巧妙化する特殊詐欺や悪質商法から市民を守るため、警
察など関係機関・団体と情報共有を図りタイムリーな情報提供を行い、地
域を挙げた継続的な啓発活動が必要です。

・交通事故を防止するため、警察など関係機関・団体との情報共有を図り、
タイムリーな情報提供を行い、運転者、歩行者ともに交通安全意識の高揚
を図る必要があります。

現
行

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

市民参
加・協
働推進
課

地区防犯協会を設立している地
区数

７地区
（令和元年度）

10地区 ７地区

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

広報媒体を活用した効果的な広報啓発、交通安全教育を推進し、シート
ベルト着用の定着化、交通安全意識の高揚を図ります。

D：変更・廃止

変更

追加
C：停滞

特殊詐欺被害防止等 の各種犯罪の未然防止のため、地区（地域）防犯
協会の拡充に向け、積極的に地域コミュニティ団体等へ働きかけを行い
ます。 B：継続 10地区 ※変更なし ※変更なし

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

変更

自転車用ヘルメット着用率
5％

（R6年度）
35%

追加

市民参
加・協
働推進

課

シートベルト着用率
99.0％

（令和元年度）
100.00% 98.8% B：概ね順調

追加

変更

変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加

内容

市民参
加・協働
推進課

交通指導
員・防犯指

導員

・季別に行われる安全運動のほか、犯罪発生情報に基づく街頭活動を行い、地域
の安全対策に努めます。

同上

変更な
し

※変更なし

⇒

新計画の記載内容 主体①

市民参
加・協働
推進課

市民・保護
者

・交通安全、防犯の研修などに参加し、安全意識の高揚に努めます。 ・出前講座や夜間体験型交通安全教室（ナイトスクール）等において、交通事故の発生状況等を説明し、交
通安全講話を実施した。また、季別の交通安全運動などにおいて、上田警察署等と連携した街頭啓発活動
を実施した。（期間中、交通死亡事故ゼロ400日を達成）

・季別の交通安全運動や、県からの交通死亡事故多発警報発令時における街頭啓発活動を実施した。ま
た、各地区（地域）の防犯協議会や上小防犯協会連合会が主催するパトロールなどに参加した。

変更な
し

※変更なし

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況

※変更なし

市民参
加・協働
推進課

学校

・児童生徒への交通安全教育、防犯教育を行います。 同上

変更な
し

※変更なし

市民参
加・協働
推進課

自治会

・危険箇所に防犯灯を設置し、適切に維持管理します。
・地域ぐるみでの犯罪防止、犯罪抑止を進めます。

同上

変更な
し

主体②

市民参
加・協働
推進課

行政

・広報啓発活動などを通し、防犯や交通安全意識の高揚を図ります。
・巧妙化する特殊詐欺などの被害防止に取り組み、安全な消費生活の実現に努め
ます。
・関係機関・団体と情報共有を図り、タイムリーな情報配信など、広報啓発活動を推
進します。

同上

変更な
し

・広報啓発活動などを通し、防犯や交通安全意識の高揚を図ります。
・複雑・巧妙化する特殊詐欺などの被害防止に取り組み、安全な消費生活の実現
に努めます。
・関係機関・団体と情報共有を図り、タイムリーな情報配信など、広報啓発活動を推
進します。

内容
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後期計画の掲載P⇒ 75 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 関係機関・団体と連携した防犯パトロールと街頭
啓発活動を実施するとともに、地区防犯指導員な
どの防犯ボランティアへの支援を通し、防犯活動
を展開します。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・地域の防犯意識の高揚と、安心・安全な地域の維持が期待できる。
【課題】
・防犯ボランティアに対する理解が得られなくなっている。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 関係機関・団体と情報共有を図り、タイムリーな情
報提供により、効果のある防犯活動を行います。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・タイムリーな情報発信により、未然防止の効果が期待できる。
【課題】
メールやSNSが利用できない高齢者等に対する防犯対策

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 防犯診断・防犯パトロール活動、防犯研修会など
の活動を支援し、地区（地域）の防犯意識の高揚
を図ります。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・地域の防犯意識の高揚と、安心・安全な地域の維持が期待できる。
【課題】
・特殊詐欺被害防止が喫緊の課題となっており、被害防止のための活動が必
要

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 地域の安全確保と犯罪防止を図るため、自治会
の防犯灯設置を支援します。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・防犯灯の設置を支援することにより、犯罪や交通事故等の未然防止が期待
できる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 関係機関・団体と情報共有を図り、安全で安心な
地域社会の実現を図るため、パトロールなど各種
防犯活動を行います。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・防犯パトロールにより、各種犯罪行為の未然防止が期待できる。
【課題】
・犯罪の巧妙化により、防犯パトロールの在り方について検討が必要。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

基本施策２ 特殊
詐欺や悪質商法
などによる消費者
の被害防止に取り
組みます

1 新たな特殊犯罪手口などの情報提供をタイムリー
に行い、街頭啓発活動や防犯研修会などを開催
し、消費者の被害防止に取り組みます。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・特殊詐欺被害は増加傾向にあり、被害も多額であることから、今後も継続的
に実施する必要がある。
【課題】
・被害が高齢者だけでなく、幅広い世代に広がってきており、対策が不十分で
ある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 市民を特殊詐欺や悪質商法などから守るために、
関係機関・団体と情報共有を図り、連携した活動
により被害防止を図ります。

76 市民参加・協
働推進課
市民課

【施策の必要性】
・特殊詐欺被害は増加傾向にあり、被害も多額であることから、今後も継続的
に実施する必要がある。
・特に高齢者や障がい者をターゲットにする悪質な事案が急増しているため、
関係機関との連携は不可欠である。
【課題】
・被害が高齢者だけでなく、幅広い世代に広がってきている。
・SNSをきっかけとした消費者トラブルの急増等、被害に遭う年代も若年層から
高齢層まで拡大している。また、悪質商法の手口も年々、巧妙化・複雑化し、
対策は後手に回っている。
【方向性】
・引き続き、被害防止に向けた関係機関等との情報提供・交換の取組みは重
要である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

市民課 ② 消費者被害の未然防止と被害者の迅速な救済に向
け、相談体制の充実を図ります

② 相談体制の充実 1 巧妙化する特殊詐欺や悪質商法などの消費者
被害を防ぎ、安全な消費生活を実現するため、
上田市消費生活センターの相談業務などの充実
を進めます。

76 市民課 【施策の必要性】
・被害の未然防止及び迅速な被害救済のためには、消費生活相談員の配置
が不可欠である。
・被害防止のため、市民への啓発活動及び迅速な情報提供は重要である。
【課題】
・消費者トラブルに巻き込まれた際の相談先である消費生活センターの認知不
足
・消費生活相談員の不足
【方向性】
・現在、国において消費生活相談のデジタル化が検討されているため、情報収
集及び遅滞なく新システムの整備に努める必要がある。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

市民参加・
協働推進課

基本施策１ 防犯
意識の高揚を図
り、犯罪のないま
ちづくりを推進しま
す

防犯意識の高揚と、犯罪の
ないまちづくりの推進

① 防犯意識の高揚に向け、関係機関、団体との連携・
協力して迅速かつ的確な情報提供を行います

市民参加・
協働推進課

2-2-6 犯罪や交通事故のないまちづくりと消費者被害防止の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

市民参加・
協働推進課
市民課

特殊詐欺や悪質商法などに
よる消費者の被害防止

防犯意識の高揚と注
意喚起の迅速化

①

① 複雑・巧妙化する特殊犯罪手口などの情報を広く周
知するとともに、関係機関、団体と連携・協力して消費
者被害防止活動を推進します

① 消費者被害防止に
向けた消費者の意識
啓発の推進

② 安全・安心な地域社会の実現を目指し、関係機関、
団体と連携・協力して地域の安全対策を推進します

② 地域における安全活
動の推進
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後期計画の掲載P⇒ 75 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-6 犯罪や交通事故のないまちづくりと消費者被害防止の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

基本施策３ 交通
安全対策を推進
し、交通事故のな
い安全な社会を
目指します

56 交通事故の原因について警察と情報共有を図り、
交通安全教室や出前講座などを開催し、交通安
全意識の高揚を図ります。また、交通事故を防止
するための安全装置の搭載を推進します。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・重大事故の発生は後を絶たず、今後も継続的に実施する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 高齢者が関係する交通事故の発生が多い地区を
「高齢者交通安全モデル地区」に指定し、交通安
全活動を行います。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・高齢者が関係する交通事故比率は依然として高く、継続的に実施する必要
がある。
【課題】
・交通安全講話等に参加していない高齢者に対する交通安全対策

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 シートベルト及びチャイルドシートの着用率向上の
ため、交通指導員などによる継続的な街頭指導
活動を行うとともに、親子交通安全教室を通し、
保護者などへの啓発を行います。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・被害軽減効果を周知させ、自発的な着用を促すため、継続する必要があ
る。
【課題】
・保護者を含めた交通安全教室の定期的な開催。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 県、警察など関係機関・団体と連携した全席シー
トベルト着用の広報啓発活動を行います。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・被害軽減効果を周知させ、自発的な着用を促すため、継続する必要があ
る。
【新たな視点】
・シートベルト着用に限らず、自転車のヘルメット着用の広報啓発を実施する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 自治会からの交通規制設置の要望や交通事故
発生状況を確認し、有効な交通安全施設の整備
を進めます。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・交通流や交通事故実態に即した施策を講じるため、継続する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 重大な交通事故が発生した際には、交通安全に
関係する団体や発生場所付近の自治会関係者
と現地診断を行い、再発防止と交通安全対策に
反映します。

76 市民参加・協
働推進課

【施策の必要性】
・事故発生の要因や問題点等について検討し、再発防止対策を講じる必要が
ある。
【新たな視点】
・検討会の出席者は、事故当事者や事故形態等をもとに選出する。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

子どもと高齢者の交
通安全対策の推進

市民参加・
協働推進課

交通安全対策の推進によ
る、交通事故のない安全な
社会の構築

市民参加・
協働推進課

交通安全意識の高揚と、交通安全対策の充実に向
け、関係機関、団体と連携・協力して交通安全運動を
推進します

② 関係機関との連携に
よる効果的な交通安
全運動の推進

① 交通事故の被害者となりやすい子どもと高齢者の事故
防止活動を推進します

①

②
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後期計画の掲載P⇒ 75 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-6 犯罪や交通事故のないまちづくりと消費者被害防止の推進 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

・防犯灯（新設・更新・撤去・電気料）補助事業
・高齢者自転車用ヘルメット購入費補助事業
・交通安全教室

※記載なし

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
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P～ 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

１．節の説明文

２．現状と課題

３．達成度をはかる指標・目標値
※指標・目標値検証シートより ※指標・目標値検証シートより ※新計画で、新たな指標・目標値に変更、又は追加する場合はこちらへ記入

４．各主体に期待される主な役割分担
※役割分担検証シートより ▼左記（役割分担検証シート）を踏まえて作成 ※左記以外で新たに追加する場合

主体②

危機管
理防災

課
行政

・災害対応力の強化を図るために、国・県などとの連携体制や関係機関との協力体
制を推進します。

同上

変更あ
り

・国・県や関係機関との連携体制を推進し、災害対応力の強化を図ります。
・自主防災組織のリーダー研修や、地域への出前講座などを通じ、地域防災
力の強化に向けた取組みを推進します。 ※変更なし 内容

自治会や自主防災組織が地域防災力の中核である消防団と連携し、災害
時の被害を最小限に抑え、復旧活動を支援します。

危機管
理防災

課
学校

・災害時に主体的な行動ができるよう、防災教育や防災備蓄倉庫の見学などを通
し、防災に関する理解を深めます。

同上

変更あ
り

・災害時に混乱なく安全に避難ができるよう防災教育を推進します。
・災害が発生した際の学校施設の避難所運営に関し、行政と役割を明確化し、
効率化を図ります。 ※変更なし

消防総
務課

危機管
理防災

課

自治会・事
業者・店舗

など

・消防団員を地域ぐるみで応援し、消防団への入団や活動に積極的な協力をすると
ともに、災害時の復旧活動を支援します。

同上

変更な
し

大規模災害や自然災害が起きた場合に、被害を最小限に抑えるために自治
会、自主防災組織と更なる連携体制の構築を図る。

行政（追加）

内容

危機管
理防災

課

自主防災組
織

・地域防災力の向上に向け、災害に備えた防災用資器材の充実を図るとともに、避
難訓練や避難所開設運営訓練の実施など、主体的な防災活動に取り組みます。

同上

変更な
し

※変更なし

自主防災組織の活性化と防災
知識と意識の普及啓発を担う、
長野県自主防災アドバイザーの
確保を進めます。⇒

新計画の記載内容 主体①

危機管
理防災

課
市民

・自分や家族の命を守る「自助」の行動につなげるために、防災に対する知識を深め
るとともに、避難場所や経路の確認、災害に備えた食料の備蓄など、日頃からの備
えを進めます。

【危機管理防災課 】
　市では、「災害に強いまちづくり」を目指し、地域防災力の強化に向け取組みを進めている。各主体の現状は
年間を通じて対応しており、進捗についても概ね達成していると考える。以下、個別主体の対応状況となる。
　市民への防災知識の普及啓発として、出前講座を活用した研修会を開催し、「自助」「共助」の役割を再認
識していただき、日頃からの備え等推進している。
　地域における「共助」の役割は大変重要なものとなっており、地域防災力の中核を担う消防団及び自主防災
組織への育成や支援を継続的に取り組んでいる。また、自主防災組織の持続可能な体制を整備するための
防災人材の育成と確保を図るため、長野県自主防災 アドバイザー及び消防関係部局との連携による定期的
な協議を進めている。
　学校については、児童や生徒への防災教育等と併せ、災害時には避難所として地域住民の避難生活の拠
点としての役割も担うので、令和６年４月１日施行の「上田市指定避難所 （学校施設）運営方針」や「上田市
地域防災計画」に基づき、平時の備えはもちろんのこと、発災後の対応・役割の明確化等が必要となる。
　それらを踏まえ、行政として役割を総括して対応する必要がある。
【消防総務課】
・自治会と消防団が協力し地域のイベントや広報活動など行い、入団を促進している。
・大規模災害や自然災害時に、消防団が地域防災の中核として活動できるよう、チェーンソー、油圧ジャッ
キ、排水ポンプ等の取扱訓練を行い災害対応能力を強化している。

変更な
し

※変更なし

担当課 主体 現行計画の記載内容 現状・進捗及び達成状況 変更の有無 新計画策定に向けて新たに期待される主な役割

変更

追加

長野県自主防災アドバイザー市
内アドバイザーの確保

9人
（令和6年度）

12人
〇 追加

変更

追加

危機管
理防災

課

自主防災組織の防災訓練等実
施率

80％
（令和元年度）

90% 41.1% B：概ね順調

変更

追加
C：停滞

・少子高齢化による若年層の減少と就業構造の変化により、これまで消防団の多くを構成していた

20歳代から30歳代の年齢層の入団は今後も厳しいと考えられることから 、学生団員や女性団員、
機能別団員など更なる多様な人材の導入が必要である。 B：継続 90% 85% 90%

※いずれかに○ 指標の内容 基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値新計画の基準値（基準年） R12年度（5年後）目標値

※変更なし ※変更なし

変更

▼左記（指標・目標値検証シート結果）を踏ま
えて作成

担当課 指標の内容 後期計画での基準値（R元） 後期計画でのR7年度目標 R5年度実績 達成度の評価

⇒

消防総
務課

消防団員の充足率（実員数/条
例定数）

90％
（令和元年度）

99% 85.3%

施策の必要性・課題・新たな視点等 指標・目標の方向性 R12年度（5年後）目標値

⇒

新型コロナウイルス感染症のまん延により、訓練の実施が低迷した期間もあるが、引き続き防災訓

練の積極的な実施に向け、周知啓発活動と支援をし、地域防災力を強化する取り組みを推進して
いく。 B：継続 90%

現
行

・災害が広域化、多様化する中、「公助」を担う行政は防災体制の強化と
多様な主体との連携による防災・減災の取組が重要です。災害時に備えた
関係機関や民間企業との連携強化とともに、国や県などからの広域的な支
援に対する受援体制の構築が必要です。

※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入 ※上記以外の、新たな「現状・課題」項目がある場合は、以下欄に記入

新
計
画

※変更なし

新
計
画

・少子高齢化の進展に伴い、消防団員の確保・維持が今後さらに困難にな
ると予想されます。また、消防団員の被雇用者割合が増加し、昼間の出動
人員の確保も困難になることから、消防団を中核として地域住民等と連携し
地域防災力を強化することが必要です。

・消防水利の基準等に基づき、大震災時の消火用水や、避難住民の生活
用水を確保するため、耐震性防火水槽を計画的に整備・更新する必要が
あります。

・上田地域広域連合との連携を強化し、地域の防災拠点としての機能が充
分に発揮されるよう、老朽化した消防庁舎の改築などの検討と、救急需要
の増加など社会情勢の変化を踏まえた消防力の確保が必要です。

・気候変動などにより、災害が頻発化、激甚化する傾向にある中で、台風
災害のみならず局所的な豪雨による大規模な災害が発生する可能性が高
まっています。併せて、地震活動の活発化や、大規模地震による災害も発
生していることから、迅速な避難行動を促進するために、自らの命は自ら守
るという「自助」の意識の向上を図ることが必要です。

・地域における防災・減災力を向上するためには、自分たちの地域は
自分たちで守るという「共助」が重要です。共助の担い手である自主防
災組織の持続可能な体制を維持するためには、組織のリーダーなど人
材の確保と育成が重要となり、あわせて継続的な訓練などの活動や、
防災用資器材の確保など、防災体制基盤の強化が必要です。

新
計
画

地域防災力の向上を図るため、地域防災の中核である消防団の強化を図ります。また、災害に強いまちづくりに向け、市民や自主防災組織、行政、関係機関が「自助・共助・公助」の役割の認識と相互の連携を図り、地域一体に
よる災害対応力の向上を目指します。

現
行

・少子高齢化の進展に伴い、消防団員の確保・維持が今後さらに困難にな
ると予想されます。消防団員の被雇用者割合は８割以上になり、消防団の
活動に対する事業主の理解と協力が不可欠です。また、居住地と勤務地
が遠く離れ、昼間の出動人員の確保に支障をきたすことが考えられます。

・消防水利の基準に基づき、大規模災害時の消防水利や、被災住民の生
活用水を確保するための耐震性防火水槽を計画的に整備する必要があり
ます。

・上田地域広域連合との連携を強化し、地域の防災拠点としての機能が充
分に発揮されるよう、老朽化した消防庁舎の改築などの検討と諸課題への
対応を進める必要があります。

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 後期計画の掲載P⇒ 77 １表

現
行

地域防災力の向上を図るため、地域防災の中核である消防団の強化を図ります。また、災害に強いまちづくりに向け、市民や自主防災組織、行政、関係機関が「自助・共助・公助＊」の役割を果たし、連
携を深めることにより、地域防災力の向上を図ります。

・地球温暖化に伴う気候変動などにより、局地的なゲリラ豪雨や暴風雨な
ど、災害が多発化、激甚化しています。市民が主体的かつ的確に避難でき
るように、自らの命は自らが守るという「自助」の意識の向上を図ることが必
要です。

・地域における防災・減災力を向上するためには、自分たちの地域は
自分たちで守るという「共助」が重要です。共助の担い手である自主防
災組織のリーダーに対する継続的な育成や、災害に備えた活動を支
援することが必要です。
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後期計画の掲載P⇒ 77 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

1 広報紙などにより、住民に消防団活動への理解を
促し、消防団協力事業所の拡大や事業主に対す
る協力依頼を継続的に行い、消防団に加入しや
すい環境整備をさらに強化します。また、「時代に
即した消防団組織のあり方」を協議・検討し、将来
の上田市の万全な消防体制の確立を推進しま
す。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・少子高齢化社会等を背景に、年々消防団員数が減少していることから、今
後も継続的に広報活動を行い、住民及び事業所等への消防団活動への理
解、協力を求め、消防団員を確保していくことが必要である。

【課題】
・消防団への加入を促進するには、これまで以上に幅広い住民から理解を得
る必要がある。

【新たな視点】
・これまで行っている広報活動を継続するとともに、様々な機会や制度を利用
し、子どもから大人まで、幅広い世代の方に消防団の理解と知識を深めてもら
い、入団につながる普及・啓発活動を促進させる。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 自治会、事業所などでの防火・救急講習などにお
いて、「自らの地域は自ら守る」という意識啓発を
図り、消防団員を確保します。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・今後発生が危惧されている大規模な地震災害や豪雨などによる水害に対応
するためには「自らの地域は自ら守る」という意識を一人ひとりが持つ必要があ
り、その意識を啓発することにより、消防団への加入を促進し消防団員を確保
する必要がある。

【課題】
・将来の地域防災力の担い手を育成し安定的に消防団員を確保できるかが課
題である。

【新たな視点】
・自主防災組織や様々な組織と連携し、住民を対象とした防災教育を行うこと
で地域防災力の強化を図るとともに、幼少期から若年層に防災意識が醸成さ
れることにより未来の消防団の担い手育成に繋げる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 消防団サポート事業＊を進め、団員を地域ぐるみ
で応援し、士気を高め、新規入団の確保につなげ
ます。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・なり手が減少する中で、現役消防団員が活動を継続していくためには、団員
に留まらず、その家族を含め応援していく必要がある。

【課題】
・事業を継続するためには、財源の確保が課題である。

【新たな視点】
・利用者である消防団員のニーズを調査するとともに、長野県における応援事
業の広報に努め、より幅広いサポート事業により新規入団者の確保を目指す。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

1 各地域の実情に即した計画的な車両の再配置を
行うとともに、更新計画に沿った整備を行い、消防
団の災害出動体制と災害対応能力の強化を図り
ます。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・非常備消防力の確保のためには、計画的な消防車両の更新整備が必要で
ある。

【課題】
・今後想定される災害に有効な車両等と車両配置場所が検討課題である。

【新たな視点】
・地域の実情に即した車両の配置を検討するとともに、準中型免許の取得費
用の助成など、車両等を効果的に活用できる環境の整備を検討し災害出動

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 国で定める消防団の装備の基準を踏まえ、装備
を充実し消防団員の安全確保を図るとともに、教
育訓練を充実します。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・日本各地でこれまでと異なる自然災害が発生していることから、大規模かつ
広域的な災害の発生を想定し、消防団の装備を充実させるとともに教育訓練
を実施することは必須である。

【課題】
・消防団員が減少傾向にあるなか、消防団員の負担軽減を考慮しながら実効
性のある訓練を行うことが課題である。

【新たな視点】
・常備消防や自主防災組織をはじめとする関係機関との連携訓練を継続しな
がら、災害対応能力の向上に向けた教育と、新たな装備の導入を検討、推進
していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

消防団員の定数確
保に向けた普及・啓
発

消防総務課 ② これまでと異なる自然災害や大規模災害などを想定
した機械器具や安全装備の充実を図りながら、消防
団員の災害出動態勢の強化を進めます。

② 消防団装備などの充
実

消防総務課 基本施策１ 地域
防災の中核である
消防団の強化に
取り組み、地域防
災力の向上を図り
ます

 地域防災の中核である消
防団の強化及び地域防災
力の向上

① 幅広い世代の住民に対し、消防団の存在や必要性及
び活動内容を周知し消防団員の確保に取り組むととも
に、自治会や事業所等との連携を図り地域防災力の
強化に取り組みます。

①

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性
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後期計画の掲載P⇒ 77 P～ ２表

５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

消防総務課 ① 指定緊急避難場所や火災拡大危険の高い地域に対
して耐震性防火水槽を計画的に設置することにより、
大震災時等の生活用水や消火用水を確保し、消防
水利の充実に取り組みます。

① 耐震性防火水槽の
整備

1 老朽化した40㎥防火水槽の耐震性防火水槽への
更新又は必要に応じた新たな設置により、消防水
利の充実強化を図ります。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・耐震性防火水槽は、　地震災害に伴う火災に対し非常に有効な消防水利と
なる。令和６年能登半島地震では、断水により消火栓が使用不能となり、更に
一部の防火水槽も破損等で使用できない状況となったことから、地震の影響を
受けても耐えうる消防水利の整備は今後も重要な事業である。

【課題】
・大規模災害時には、施工業者が受注困難になること、また二次製品の納入
が困難になることにより事業が実施できなくなることが考えられる。更に、国の補
助金が受けられない場合も同様に実施が困難となることが課題である。
・震災時には、建物の倒壊等により防火水槽が使用できないことも想定される
ことから、設置場所の選定についても課題となる。

【方向性】
・指定緊急避難場所等への設置により、大規模災害時の生活用水としての使
用も検討しながら、消火栓に偏った地域への耐震性防火水槽の設置を重点に
検討していく。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

消防総務課 ② 上田地域広域連合との連携を図り、常備消防力の充
実強化に取り組みます。

② 常備消防の充実強
化

1 上田地域広域連合との連携を強化し、増加傾向
にある救急需要への対応を盤石にすることにより、
地域住民の健康的な生活を確保し、大規模化す
る自然災害による被害の軽減を図るため、常備消
防力の充実強化を図ります。また、常備消防力の
地域間のバランスを図り、説明責任と透明性を担
保しながら消防責任を果たします。

78 消防総務課 【施策の必要性】
・救急需要の増加や、災害が激甚化、頻発化するなど、消防を取り巻く社会環
境は年々変化していることから、引き続き上田地域広域連合との連携を強化
し、時代に即した消防力に関する検討を行う必要がある。

【課題】
・消防力の充実強化には、人員の確保、施設整備及び車両の更新等が必要と
なるが、少子高齢化等の影響により、今後も財源の確保が課題となる。

【新たな視点】
・通信指令業務の共同運用など、消防の広域化や連携・協力を踏まえた検討
を行い、財政負担の軽減を念頭に置きながら常備消防力の強化を図る必要が
ある。

A 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

1 災害時に主体的かつ的確に避難できるよう、災害
への備えや避難行動など、防災知識の普及と意
識の向上を図ります。また、地域の防災・減災力
の向上に向け、近隣住民の助け合いや要配慮者
の避難に対する支援など、自主防災の意識の醸
成を図ります。

78 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・災害に対する備えを充実するために市民の防災知識の向上は必要である。
【課題】
・課の職員数が少ないので、出前講座における各職員の負担が大きい。
【新たな視点】
・近年大規模災害に発展する傾向があり、災害対応力の強化を図ることが必
要。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 地域防災の中核である自主防災組織のリーダー
の継続的な育成や女性の参画に向け、消防団や
自治会、防災アドバイザーなどと連携して取り組み
ます。また、自主防災組織が災害時に円滑に救
出救護や避難所運営などができるよう、地域にお
ける防災訓練などの実施を支援します。

78 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・地域における災害対応力を向上するために地域防災の担い手である自主防
災組織の人材の育成は必要である。
【課題】
・自主防災組織のリーダーを自治会長が兼務していることが多いが、短期間で
交代することが多いため、継続的な人材の育成が課題である。
【新たな視点】
・地区防災マップの作成など自主的な取り組みの支援を充実することが必要。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 地域の防災・減災力の向上に向け、自主防災組
織による防災用資器材の整備を支援します。ま
た、地域ごとの特性を踏まえた地区防災マップや
地区防災計画の策定など、主体的な取組を支援
します。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・地域における災害対応力を充実するために防災資器材の整備に向けた支援
は必要である。
【課題】
・自主防災組織の主体性により整備しているため、地域によって資器材の整備
状況に偏りが出る可能性がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

4 災害対応能力の向上を図るため、自主防災組織
や関係団体など、多様な主体との連携により、実
効性の高い防災訓練を実施します。また、高齢者
や障がい者などの要配慮者や男女共同参画な
ど、多様な視点に配慮した防災訓練を実施しま
す。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・災害発生時に即応できる防災・減災体制を構築するために平時における訓
練の実施は必要である。
【課題】
・要配慮者（高齢者や障がい者等）への支援体制や男女共同参画の視点での
防災対策の充実について引き続き検討を行う必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

基本施策２ 消防
水利の充実と常
備消防力の強化
を図ります

消防水利の充実及び常備
消防力の強化

危機管理防
災課

基本施策３ 市民
の防災意識の高
揚と関係機関との
連携を推進し、防
災体制の強化を
図ります

市民の防災意識と知識の向
上と関係機関との連携強化
による災害対応力の向上

① 市民一人ひとりの防災知識と意識の向上に向けた普
及啓発による「自助」の能力を高め、地域の防災体制
の強化として防災用資器材の確保による防災体制基
盤の強化を推進するとともに、地域防災人材の育成と
確保を進め、持続可能な自主防災組織運営体制の
確保による「共助」を強化し、地域防災力の向上を図
ります。

① 「自助」「共助」を主
体とした地域防災力
の向上
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５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

1 計画的な防災・災害対応を行うために、国・県の
動向や最新の災害事例などを踏まえ、地域防災
計画の見直し・充実を図ります。また、災害時に
国などからの広域的な支援をスムーズに受け入
れるために、受援体制の整備を進めます。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・上田市地域防災計画は、さまざまな災害に備え、対処するための基本的な
計画であり、直近の災害の事例等を踏まえた体制とするために随時見直す必
要がある。
【課題】
・受援計画の本計画を策定する必要がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

2 災害発生時に迅速な初動対応や応急対応に取り
組むために、実効性のあるマニュアルの整備や見
直しなどを行い、危機管理体制の強化を図りま
す。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・職員の初動体制等の実効性を高めるためにマニュアルの随時見直しを行うと
ともに、危機管理体制の強化について引き続き検討することが必要。
【課題】
・人事異動等により災害対応等に関する知識や経験が引き継がれない可能性
がある。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

3 大規模災害などに備えて、災害時応援協定に基
づくほかの自治体との相互応援体制のさらなる強
化に取り組みます。また、災害時の物資の調達な
どの協力体制を強化するために、事業者との応援
協定の締結を進めます。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・災害時の対応において各団体や民間事業者の協力は必要不可欠であり、災
害時の速やかな対応につなげるために必要。
【課題】
・協定を締結した事業者の担当者の異動等により災害時の対応がスムーズに
進まないことが懸念される。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

危機管理防
災課

② 頻発化・激甚化する災害の現状を捉え、地域の実情
や体制に即した地域防災計画及び職員応急対策活
動マニュアルの見直しや充実を図るとともに、上田市
総合防災情報システムの効果的な運用を随時検証
し、情報収集及び配信体制基盤の強化による市の災
害対応力の向上を図ります。また、行政及び防災関
係機関における災害時応援協定の新たな締結や、協
定機関との定期的な訓練及び懇談による連携体制を
強化するほか、適正な備蓄品の確保及びボランティア
支援を担う市社会福祉協議会との連携強化など、「公
助」による災害対応力の向上を図ります。

② 災害対応能力の向
上と危機管理体制の
強化
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５．施策の方向性・展開

現行 新計画 No 「施策の方向性」 No
基本施策の

各項目
No 枝番の内容 頁 担当課 施策の必要性・課題・新たな視点等

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

担当課

基本施策 「施策の方向性」【新設】 　(参考）現行計画の「基本施策の各項目」、「枝番の内容」および、検証結果（※4月実施）の内容

方向性

4 住民避難の判断を的確に行うために、ICT＊を活
用した災害情報の収集や分析、伝達体制に取り
組みます。また、避難情報などの防災情報を迅
速かつ確実に伝えるために、災害情報伝達手段
の多様化・多重化を図ります。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・市民に対する避難情報の伝達を確実にするために、ICT化は必要。
【課題】
・限られた財源の中、同報系システムの全市展開を検討する必要がある。
【新たな視点】
更なる防災DX化を図ることが必要であると考えられる。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

5 避難者などの支援のために、必要な食料や水な
どの備蓄を計画的に進めます。また、避難生活に
必要な毛布や発電機などの資器材の整備を進め
ます。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・災害時の避難者対応等をスムーズに行うために、防災用資器材の計画的な
備蓄を進めることは必要。
【課題】
・全市的な災害等により多数の避難者が発生した場合、備蓄品の必要な数量
不足やスムーズな受け渡し方法等が課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

6 河川の浸水想定の見直しなどを踏まえた避難場
所の拡充を進めるとともに、感染症対策を踏まえ
た避難所運営に取り組みます。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・要配慮者や感染症対策を配慮した避難計画・運用は必要。
【課題】
・災害時、要配慮者等含め「誰一人取り残さない」防災対応や、限られた収容
スペースの中、感染症対策への対応が課題である。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

7 災害発生時において、ボランティアニーズを迅速
かつ的確に把握し、全国各地から集まるボラン
ティアの受入れ窓口を速やかに確保できるよう、
ボランティアセンターの設置主体である社会福祉
協議会との連携体制を強化します。

79 危機管理防
災課

【施策の必要性】
・災害発生時のボランティアの受け入れ態勢の構築は必要。
【課題】
・令和6年能登半島地震のように、道路等ライフラインの倒壊等により、被災地
のニーズに即したボランティア派遣調整に制限がかかるとした課題がある。
【新たな視点】
・職員派遣の重要性の認知・理解と、派遣人材のスムーズな確保。

B 　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

※「施策の方向性」を追
加する場合は右欄へ記
入　⇒

※新規で【基本
施策】を追加す
る場合は右欄へ
記入⇒
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後期計画の掲載P⇒ 77 P～ ３表

６．主な事業【新設】

７．関連する個別計画

８．SDGs17つの基本目標との関係性
(参考)
現行

新計画
（該当に○）

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇　目標17　パートナーシップで目標を達成しよう 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

　目標14　海の豊かさを守ろう 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する

　目標15　陸の豊かさも守ろう 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

　目標16　平和と公正をすべての人に 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

　目標11　住み続けられるまちづくりを 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する

　目標12　つくる責任つかう責任 持続可能な生産消費形態を確保する

　目標13　気候変動に具体的な対策を 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる*【国地気候:全般】

　目標8　働きがいも経済成長も 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

　目標9　産業と技術革新の基盤をつくろう 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る

　目標10　人や国の不平等をなくそう 各国内及び各国間の不平等を是正する

　目標5　ジェンダー平等を実現しよう ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う

　目標6　安全な水とトイレを世界中に すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する

　目標7　エネルギーをみんなにそしてクリーンに すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する

　目標2　飢餓をゼロに 飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する【経安、国地総:全般】

　目標3　すべての人に健康と福祉を あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する

　目標4　質の高い教育をみんなに すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する

上田市地域防災計画 ※変更なし

目標 内容

　目標1　貧困をなくそう あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる【国地総:全般】

　（参考）現行計画の記載内容 　新計画で記載する個別計画を記入ください

2-2-7 地域防災力の向上と災害対応能力の強化 第三次上田市総合計画　まちづくり計画策定シート

　本節に関連する主な事業名を記載ください

・自主防災組織防災用資器材購入費補助金
・上田市出前ときめきのまち講座
・長野県自主防災活動支援事業 （自主防災アドバイザー確保事業）
・消防団災害活動支援事業
・消防団車両整備事業
・耐震性貯水槽整備事業
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